
 

 

 

 

 

令和６年かすみがうら市議会第１回定例会 

市長提出議案集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市 

 



目 次 

 

1． 承認第 1 号 専決処分事項の承認を求めることについて 

  〈令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第３ 

  号）〉 ………･   1～7 

2． 議案第 2 号 かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に 

  関する条例の一部を改正する条例の制定について 

   ………･   8～15 

3． 議案第 3 号 かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例の制定 

  について ………･   16～18 

4． 議案第 4 号 令和５年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１１号） 

   ………･   19～31 

5． 議案第 5 号 令和５年度かすみがうら市下水道事業会計補正予算（第２ 

  号） ………･   32～34 

6． 議案第 6 号 かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関す 

  る条例の制定について ………･   35～46 

7． 議案第 7 号 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備 

  に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

  の制定について ………･   47～48 

8． 議案第 8 号 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例 

  の整理に関する条例の制定について 

   ………･   49～50 

9． 議案第 9 号 かすみがうら市役所の位置を定める条例の一部を改正す 

  る条例の制定について ………･   51 

10． 議案第 10 号 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正す 

  る条例の制定について ………･   52 



11． 議案第 11 号 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出の 

  ための固定資産税の特例措置に関する条例及びかすみが 

  うら市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定に 

  ついて ………･   53～55 

12． 議案第 12 号 かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例の一部を改 

  正する条例の制定について ………･   56～57 

13． 議案第 13 号 かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条 

  例の制定について ………･   58 

14． 議案第 14 号 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事 

  業の運営に関する基準を定める条例及びかすみがうら市 

  指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介 

  護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方 

  法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制 

  定について ………･   59～61 

15． 議案第 15 号 かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例の制 

  定について ………･   62～63 

16． 議案第 16 号 かすみがうら市漁港管理条例の一部を改正する条例の制 

  定について ………･   64 

17． 議案第 17 号 かすみがうら市敬老祝金給付条例を廃止する条例の制定 

  について ………･   65 

18． 議案第 18 号 令和５年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１２号） 

   ………･   66～91 

19． 議案第 19 号 令和５年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予 

  算（第２号） ………･   92～98 

20． 議案第 20 号 令和５年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正 

  予算（第１号） ………･   99～105 



21． 議案第 21 号 令和５年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第 

  ３号） ………･   106～112 

22． 議案第 22 号 令和６年度かすみがうら市一般会計予算 

   ………･  （予算書） 

23． 議案第 23 号 令和６年度かすみがうら市国民健康保険特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

24． 議案第 24 号 令和６年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

25． 議案第 25 号 令和６年度かすみがうら市介護保険特別会計予算 

   ………･  （予算書） 

26． 議案第 26 号 令和６年度かすみがうら市水道事業会計予算 

   ………･  （予算書） 

27． 議案第 27 号 令和６年度かすみがうら市下水道事業会計予算 

   ………･  （予算書） 

28． 議案第 28 号 財産の貸付けについて ………･   113 

29． 議案第 29 号 新市建設計画の変更について ………･   114～129 

30． 議案第 30 号 市道路線の変更について ………･   130～132 

 

（参考資料） 

○ 付議事件（条例）条文新旧対照表 ………･   133～172 

・ かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 新 

 旧対照表 ………･ (133～135) 

  かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 新旧対照 

  表(第 2 条関係) ………･ (133～135) 

・ かすみがうら市手数料条例 新旧対照表 ………･ (135～141) 

    



・ かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例 新旧対 

 照表 ………･ (141～154) 

  かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例  

  新旧対照表(附則第 4 項関係) ………･ (141～143) 

  かすみがうら市議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条例  

  新旧対照表(附則第 5 項関係) ………･ (143) 

  かすみがうら市公共施設の暴力団等排除に関する条例 新旧対照表(附則第 6 項 

  関係) ………･ (144) 

  かすみがうら市公民館設置及び管理等に関する条例 新旧対照表(附則第 7 項関 

  係) ………･ (144～149) 

  かすみがうら市立図書館条例 新旧対照表(附則第 8 項関係) 

   ………･ (149) 

  かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例 新旧対照表(附則第 9 項関 

  係) ………･ (149～154) 

・ 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の 

 施行に伴う関係条例の整理に関する条例 新旧対照表 

  ………･ (154～155) 

  かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(第 1 条関係) 

   ………･ (154～155) 

  かすみがうら市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者 

  の資格基準に関する条例 新旧対照表(第2条関係) ………･ (155) 

・ 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する 

 条例 新旧対照表 ………･ (155～156) 

  かすみがうら市監査委員条例 新旧対照表(第 1 条関係) 

   ………･ (155) 

     



  かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 新旧対照表(第 2 

  条関係) ………･ (155～156) 

  かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表(第 

  3 条関係) ………･ (156) 

・ かすみがうら市役所の位置を定める条例 新旧対照表 

  ………･ (157) 

・ かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表 

  ………･ (157～158) 

・ かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産 

 税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例 新旧 

 対照表 ………･ (158～162) 

  かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特 

  例措置に関する条例 新旧対照表(第 1 条関係) ………･ (158～159) 

  かすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表(第 2 条関係) 

   ………･ (159～162) 

・ かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例 新旧対照表 

  ………･ (162～164) 

・ かすみがうら市国民健康保険税条例 新旧対照表 ………･ (164～165) 

・ かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例及びかすみがうら市指定介護予防支援等の事業の

人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める条例 新旧対照表 

  ………･ (165～168) 

  かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基 

  準を定める条例 新旧対照表(第 1 条関係) ………･ (165～166) 

     



  かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防 

  支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

  新旧対照表(第 2 条関係) ………･ (167～168) 

・ かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表 ………･ (168～172) 

・ かすみがうら市漁港管理条例 新旧対照表 ………･ (172) 

○ 新市建設計画変更計画（案） ………･ (別冊) 

    

  

     

 



承認第１号

専決処分事項の承認を求めることについて

 令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第３号）について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分し

たので、同条第３項の規定により、これを議会に報告し、承認を求めるもの。

令和６年２月２９日提出

かすみがうら市長  宮 嶋  謙  
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専 決 処 分 書 
 
 
 
 下記の件について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定により、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないこと

から、次のとおり専決処分する。 
 
 
 
   令和６年２月１日 
 
 
 
                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙  
 
 
 
 
 
 令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第３号） 
 別紙のとおり 
 
 理 由 

令和６年能登半島地震に伴う被災事業体への支援に係る経費等に関し、早

急な予算措置をするため令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算

（第３号）により補正を行う。 
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  令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第３号） 

 

 （総則） 

第１条 令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 予算書第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 支  出 

      （科 目）      （既決予定額）     （補正予定額）         （計） 

    第１款 水道事業費   １，０６５，４４６千円     ４１６千円     １，０６５，８６２千円 

     第１項 営業費用   １，０１８，８７３千円     ４１６千円     １，０１９，２８９千円 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算書第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

（１）職員給与費 ５７，５０７千円 

 

   令和６年２月１日 専決処分 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算実施計画 

収益的支出 

（支 出）                                           （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備 考 

１．水道事業費  
1,065,446 416 1,065,862  

1.営業費用  1,018,873 416 1,019,289  

4.総係費 127,584 416 128,000  
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令和５年度かすみがうら市水道事業会計補正予算説明書 

収益的支出 

（支 出）                                           （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

節 

説明 

区分 金額 

1.水 道 

 事業費 

 1,065,446 416 1,065,862    

1.営業費用  1,018,873 416 1,019,289    

4.総係費 127,584 416 128,000    

   3.手当 416 災害支援に伴う手当の増 
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 議案第２号  

 

   かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条    

   例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条    

   例の一部を改正する条例 

 

第１条 かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

（令和元年かすみがうら市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第４条関係） 

 行政職給料表 

職務の級 １級 ２級 

号給 給料月額 給料月額 

 円 円 

１ １６２，１００ ２０８，０００ 

２ １６３，２００ ２０９，７００ 
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３ １６４，４００ ２１１，４００ 

４ １６５，５００ ２１２，９００ 

５ １６６，６００ ２１４，４００ 

６ １６７，７００ ２１６，２００ 

７ １６８，８００ ２１７，９００ 

８ １６９，９００ ２１９，６００ 

９ １７０，９００ ２２１，１００ 

１０ １７２，３００ ２２２，６００ 

１１ １７３，６００ ２２４，１００ 

１２ １７４，９００ ２２５，６００ 

１３ １７６，１００ ２２６，８００ 

１４ １７７，６００ ２２８，２００ 

１５ １７９，１００ ２２９，６００ 

１６ １８０，７００ ２３１，０００ 

１７ １８１，８００ ２３２，４００ 

１８ １８３，２００ ２３４，０００ 

１９ １８４，６００ ２３５，５００ 

２０ １８６，０００ ２３６，９００ 

２１ １８７，３００ ２３８，１００ 

２２ １８９，６００ ２３９，７００ 

２３ １９１，８００ ２４１，２００ 

２４ １９４，０００ ２４２，６００ 

２５ １９６，２００ ２４３，６００ 

２６ １９７，９００ ２４５，１００ 

２７ １９９，４００ ２４６，４００ 

２８ ２００，９００ ２４７，６００ 
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２９ ２０２，４００ ２４８，７００ 

３０ ２０３，８００ ２４９，７００ 

３１ ２０５，２００ ２５０，６００ 

３２ ２０６，６００ ２５１，５００ 

３３ ２０８，０００ ２５２，４００ 

３４ ２０９，３００ ２５３，３００ 

３５ ２１０，６００ ２５４，１００ 

３６ ２１１，９００ ２５４，９００ 

３７ ２１３，２００ ２５５，６００ 

３８ ２１４，４００ ２５６，７００ 

３９ ２１５，６００ ２５７，９００ 

４０ ２１６，７００ ２５９，０００ 

４１ ２１７，８００ ２６０，２００ 

４２ ２１８，９００ ２６１，４００ 

４３ ２１９，９００ ２６２，５００ 

４４ ２２０，９００ ２６３，６００ 

４５ ２２１，８００ ２６４，７００ 

４６ ２２２，７００ ２６５，８００ 

４７ ２２３，６００ ２６６，９００ 

４８ ２２４，５００ ２６７，９００ 

４９ ２２５，４００ ２６８，９００ 

５０ ２２６，３００ ２６９，９００ 

５１ ２２７，２００ ２７０，９００ 

５２ ２２８，１００ ２７１，８００ 

５３ ２２８，９００ ２７２，７００ 

５４ ２２９，８００ ２７３，６００ 
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５５ ２３０，７００ ２７４，５００ 

５６ ２３１，５００ ２７５，４００ 

５７ ２３１，８００ ２７６，３００ 

５８ ２３２，６００ ２７７，２００ 

５９ ２３３，３００ ２７８，１００ 

６０ ２３３，９００ ２７９，０００ 

６１ ２３４，５００ ２８０，０００ 

６２ ２３５，２００ ２８１，０００ 

６３ ２３５，８００ ２８１，９００ 

６４ ２３６，３００ ２８２，８００ 

６５ ２３６，８００ ２８３，３００ 

６６ ２３７，３００ ２８４，０００ 

６７ ２３７，８００ ２８４，７００ 

６８ ２３８，４００ ２８５，６００ 

６９ ２３８，９００ ２８６，６００ 

７０ ２３９，４００ ２８７，４００ 

７１ ２３９，９００ ２８８，２００ 

７２ ２４０，４００ ２８９，０００ 

７３ ２４０，９００ ２８９，７００ 

７４ ２４１，４００ ２９０，２００ 

７５ ２４１，８００ ２９０，６００ 

７６ ２４２，３００ ２９１，０００ 

７７ ２４２，８００ ２９１，２００ 

７８ ２４３，３００ ２９１，５００ 

７９ ２４３，８００ ２９１，７００ 

８０ ２４４，３００ ２９２，０００ 
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８１ ２４４，７００ ２９２，２００ 

８２ ２４５，２００ ２９２，４００ 

８３ ２４５，６００ ２９２，７００ 

８４ ２４６，０００ ２９２，９００ 

８５ ２４６，４００ ２９３，２００ 

８６ ２４６，８００ ２９３，５００ 

８７ ２４７，２００ ２９３，８００ 

８８ ２４７，６００ ２９４，１００ 

８９ ２４８，０００ ２９４，４００ 

９０ ２４８，５００ ２９４，８００ 

９１ ２４８，８００ ２９５，１００ 

９２ ２４９，１００ ２９５，５００ 

９３ ２４９，４００ ２９５，７００ 

９４  ２９５，９００ 

９５  ２９６，２００ 

９６  ２９６，６００ 

９７  ２９６，８００ 

９８  ２９７，１００ 

９９  ２９７，５００ 

１００  ２９７，９００ 

１０１  ２９８，１００ 

１０２  ２９８，４００ 

１０３  ２９８，８００ 

１０４  ２９９，１００ 

１０５  ２９９，３００ 

１０６  ２９９，６００ 

12



１０７  ３００，０００ 

１０８  ３００，３００ 

１０９  ３００，５００ 

１１０  ３００，９００ 

１１１  ３０１，３００ 

１１２  ３０１，６００ 

１１３  ３０１，８００ 

１１４  ３０２，０００ 

１１５  ３０２，３００ 

１１６  ３０２，７００ 

１１７  ３０２，９００ 

１１８  ３０３，１００ 

１１９  ３０３，４００ 

１２０  ３０３，７００ 

１２１  ３０４，１００ 

１２２  ３０４，３００ 

１２３  ３０４，６００ 

１２４  ３０４，９００ 

１２５  ３０５，２００ 

   

第２条 かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の

一部を次のように改正する。 

  第３条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

  第１３条第２項中「１００分の１２０」を「１００分の１２２．５」に改め

る。 

  第１３条の次に次の１条を加える。 
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  （フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

 第１３条の２ 任期の定めが６箇月以上のフルタイム会計年度任用職員につ

いては、給与条例第２１条の規定を準用する。 

 ２ 前条第３項及び第４項の規定は、フルタイム会計年度任用職員の勤勉手

当の支給について準用する。 

  第２３条第２項中「１００分の１２５」を「１００分の１２２．５」に改め

る。 

  第２３条の次に次の１条を加える。 

  （パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

 第２３条の２ 任期の定めが６箇月以上のパートタイム会計年度任用職員

（１週間当たりの勤務時間が著しく少ない者として市長が規則で定める者

を除く。以下この条において同じ。）については、給与条例第２１条の規定

を準用する。この場合において、給与条例第２１条第２項第１号中「勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員に

あっては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受

けるべき扶養手当の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額を加算

した額」とあるのは「勤勉手当基礎額」と、同条第３項中「基準日現在にお

いて職員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっては、給料

の月額を算出率で除して得た額）及びこれに対する地域手当の月額の合計

額」とあるのは「基準日（退職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、

又は死亡した日）以前６箇月以内のパートタイム会計年度任用職員として

の在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均衡を考慮し

て市長が規則で定める額を除く。）の１月当たりの平均額」とする。 

 ２ 前条第３項及び第４項の規定は、パートタイム会計年度任用職員の勤勉

手当の支給について準用する。 

附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年４

月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後のかすみがうら市会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、令和５年

４月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による改正

前のかすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の規

定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみ

なす。 
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 議案第３号 

 

   かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例    

 かすみがうら市手数料条例（平成１７年かすみがうら市条例第５７号）の一部

を次のように改正する。 

 

 別表第１戸籍法に基づく証明等に関する手数料の部戸籍の謄本若しくは抄本

の交付又は磁気ディスクをもって調製された戸籍の記録事項証明の交付の項中

「磁気ディスクをもって調製された戸籍の記録事項証明」を「戸籍証明書」に改

め、同項の次に次のように加える。 

戸籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律（平成１４

年法律第１５１号）第７条第１項の規定により同法

第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用す

る方法（総務省令で定めるものに限る。以下同じ。）

により戸籍電子証明書提供用識別符号の発行を行う

場合（当該発行に係る戸籍電子証明書の請求が同項

１件 ４００ 
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の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使

用する方法により行われた場合に限る。）における当

該発行及び戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に

係る戸籍電子証明書の請求を行う者が同時に当該戸

籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証明す

る戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書の請求を

行う場合における当該発行を除く。） 

 別表第１戸籍法に基づく証明等に関する手数料の部除籍の謄本若しくは抄本

の交付又は磁気ディスクをもって調製された戸籍の記録事項証明の交付の項中

「磁気ディスクをもって調製された戸籍の記録事項証明」を「除籍証明書」に改

め、同部除籍に記載した事項に関する証明の交付の項の次に次のように加える。 

除籍電子証明書提供用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１

項の規定により同法第６条第１項に規定する電子情

報処理組織を使用する方法により除籍電子証明書提

供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に係る除

籍電子証明書の請求が同項の規定により同項に規定

する電子情報処理組織を使用する方法により行われ

た場合に限る。）における当該発行及び除籍電子証明

書提供用識別符号の発行に係る除籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該除籍電子証明書が証明する

事項と同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若

しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場合におけ

る当該発行を除く。） 

１件 ７００ 

 別表第２（２）の項中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」

に、「１，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に、「１，５９０，
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０００円」を「１，９２０，０００円」に、「１，９５０，０００円」を「２，

３６０，０００円」に、「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」

に、「４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００円」に、「５，８２０，

０００円」を「７，２４０，０００円」に、「７，０７０，０００円」を「８，

７９０，０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表第１の改正規定は、

令和６年３月１日から施行する。 
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 議案第４号 

 

   令和５年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１１号） 

 

 令和５年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４８，８１４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１９，８９０，０５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明

許費」による。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

19



   3,234,408

   2,051,256

   1,172,782

   1,364,553

     771,461

     571,143

     571,143

  19,641,244

     186,950

      59,500

     127,450

      29,750

      29,750

      32,114

      32,114

     248,814

   3,421,358

   2,110,756

   1,300,232

   1,394,303

     801,211

     603,257

     603,257

  19,890,058歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

15

16

20

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

繰 越 金

 1

 2

 1

 1

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 負 担 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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   2,192,303

   1,873,319

     220,426

   6,850,225

   3,779,037

   1,403,036

   1,403,036

   1,881,463

     858,925

   2,811,379

     635,271

     276,269

     186,841

  19,641,244

         464

         268

         196

     247,010

     247,010

         163

         163

          26

          26

       1,151

         590

         549

          12

     248,814

   2,192,767

   1,873,587

     220,622

   7,097,235

   4,026,047

   1,403,199

   1,403,199

   1,881,489

     858,951

   2,812,530

     635,861

     276,818

     186,853

  19,890,058歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 2

 3

 4

 8

10

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

教 育 費

 1

 2

 1

 1

 2

 2

 4

 5

総 務 管 理 費

徴 税 費

社 会 福 祉 費

保 健 衛 生 費

道 路 橋 梁 費

小 学 校 費

社 会 教 育 費

保 健 体 育 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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１　追　加 （単位　千円）

款 項 金　　　　額

３　民生費 １　社会福祉総務費 １２７，４５０

１２７，４５０合　　計

第　２　表　　　繰　越　明　許　費

事　　業　　名

物価高騰に伴う給付金・定額減税一体支援に要
する経費
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       5,692,708

         230,384

           2,493

          34,064

          22,414

          77,000

         988,876

         123,000

          20,000

          32,860

       4,000,000

           5,882

          59,041

          48,900

       3,234,408

       1,364,553

          18,175

         122,001

         955,531

         571,143

         370,611

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

         186,950

          29,750

               0

               0

               0

          32,114

               0

       5,692,708

         230,384

           2,493

          34,064

          22,414

          77,000

         988,876

         123,000

          20,000

          32,860

       4,000,000

           5,882

          59,041

          48,900

       3,421,358

       1,394,303

          18,175

         122,001

         955,531

         603,257

         370,611

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       1,667,200

      19,641,244

               0

         248,814

       1,667,200

      19,890,058歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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     141,868

   2,192,303

   6,850,225

   1,403,036

      42,677

     784,670

     492,334

   1,881,463

     932,177

   2,811,379

      57,220

   2,001,892

      50,000

  19,641,244

           0

         464

     247,010

         163

           0

           0

           0

          26

           0

       1,151

           0

           0

           0

     248,814

     141,868

   2,192,767

   7,097,235

   1,403,199

      42,677

     784,670

     492,334

   1,881,489

     932,177

   2,812,530

      57,220

   2,001,892

      50,000

  19,890,058歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

     216,700

     216,700

         464

      30,310

         163

          26

       1,151

      32,114

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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障害者自立支援給付費負担金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

障害者自立支援給付費負担金

前年度繰越金

    1,888,196

    2,051,256

      563,809

    1,172,782

      771,461

      771,461

      571,143

      571,143

       59,500

       59,500

      127,450

      127,450

       29,750

       29,750

       32,114

       32,114

    1,947,696

    2,110,756

      691,259

    1,300,232

      801,211

      801,211

      603,257

      603,257

      59,500

     127,450

      29,750

      32,114

（款）

（款）

（款）

（款）

15 国庫支出金

15 国庫支出金

16 県支出金

20 繰越金

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 国庫負担金

 2 国庫補助金

 1 県負担金

 1 繰越金

 1

 1

 1

 1

民生費 国庫負担金

　　　　計

総務費 国庫補助金

　　　　計

民 生 費 県 負 担 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 1

 1

社会福祉費負担金

総 務 費 補 助 金

社会福祉費負担金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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会計年度任用職員（事務補
助）報酬

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

時間外勤務手当
消耗品費
印刷製本費
通信運搬費
手数料
電算システム改修委託
エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う低所得世
帯支援給付金（均等割課税
のみ世帯）
エネルギー・食料品価格等
の物価高騰に伴う低所得世
帯支援給付金（子ども加算
）

障害福祉サービス費事業
障害児給付費事業

 1

 1

 3
 4

 3
10
10
11
11
12
18

18

19
19

01
0101

01
0101

02
0209

01
0103

職員等人件費

収入未済額縮減対策事業

社会福祉事業

障害者対策事業

職員等人件費

収入未済額縮減対策に要する
経費

物価高騰に伴う給付金・定額
減税一体支援に要する経費

障害者自立支援に要する経費

    938,594

  1,873,319

     30,233

    220,426

    725,622

  1,126,514

        268

        268

        196

        196

    127,450

    119,000

    938,862

  1,873,587

     30,429

    220,622

    853,072

  1,245,514

    127,450

     89,250

        268

        268

        196

        196

     29,750

        268

        182
          9

          5

        400

        696
        474
        880
    125,000

    119,000

         268

         182
           9

           5

         400
         159
         537
         309
         165
         880

     100,000

      25,000

      95,000
      24,000

         268
         268

         196

         196

     127,450

     127,450

     119,000
     119,000

（款）

（款）

（款）

 2 総務費

 2 総務費

 3 民生費

（項）

（項）

（項）

 1 総務管理費

 2 徴税費

 1 社会福祉費

 1

 3

 1

 2

一般管理
費

　計

徴 収 費

　計

社会福祉
総 務 費

障 害 者
福 祉 費

３  歳  出

 1

 1
 3

 4

 3

10
11
12
18

19

報 酬

報 酬
職 員
手当等
共済費

職 員
手当等
需用費
役務費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

扶助費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

会計年度任用職員（管理栄
養士等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員厚生年金
保険料
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

会計年度任用職員（専門事
務）報酬
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

 1

 3
 4

 1

 3
 4

 1

 3
 4

 4

 1

 4

01
0102

01
0101

01
0101

01
0101

医療福祉事業

後期高齢者医療事業

健康づくり推進事業

市道整備事業

医療福祉に要する経費（市単
独）

後期高齢者保健に要する経費

健康づくり推進に要する経費

市道整備に要する経費

    328,250

    603,259

  3,779,037

     45,778

  1,403,036

    692,494

    858,925

        253

        307

    247,010

        163

        163

         26

         26

    328,503

    603,566

  4,026,047

     45,941

  1,403,199

    692,520

    858,951

    216,700

        253

        307

     30,310

        163

        163

         26

         26

        199
         17

         37

        233
         33

         41

        124
         14

         25

         15
         11

         199
          17

          37

         233
          33

          41

         124
          14

           2

          23

          15

          11

         253

         253

         307
         307

         163
         163

          26
          26

（款）

（款）

（款）

 3 民生費

 4 衛生費

 8 土木費

（項）

（項）

（項）

 1 社会福祉費

 1 保健衛生費

 2 道路橋梁費

 6

 8

 3

 2

医療福祉
費

後期高齢
者医療費

　計

保健事業
費

　計

道路橋梁
新設改良
費

　計

 1
 3

 4

 1
 3

 4

 1
 3

 4

 1
 4

報 酬
職 員
手当等
共済費

報 酬
職 員
手当等
共済費

報 酬
職 員
手当等
共済費

報 酬
共済費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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会計年度任用職員（学校校
務員）報酬

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員（学校栄
養指導員）報酬

会計年度任用職員（図書館
司書等）報酬
会計年度任用職員共済短期
給付負担金

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員（事務補
助）報酬

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当

 1

 1

 1

 1

 4

 1

 3

 1

 1

 3

02
0201

0202

02
0201

02
0201

03
0302

04
0402

02

小学校管理運営事業

図書館管理運営事業

文化振興施設管理運営事業

文化財事業

文化振興事業

スポーツ推進事業

小学校管理運営に要する経費

小学校給食管理運営に要する
経費

図書館運営に要する経費

歴史博物館管理運営に要する
経費

埋蔵文化財に要する経費

帆引き船保存活用対策に要す
る経費

    635,271

    635,271

     51,400

     70,477

    276,269

     49,048

        590

        590

        189

        360

        549

         12

    635,861

    635,861

     51,589

     70,837

    276,818

     49,060

        590

        590

        189

        360

        549

         12

        590

        101
         88

        329
         31

         12

         270

         250

          70

         101

          88

         149
          20

          98

          82
          11

         590
         270

         320

         189
         189

         169

         169

          98
          98

          93

          93

          12

（款）

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

（項）

 2 小学校費

 4 社会教育費

 5 保健体育費

 1

 3

 4

 1

小 学 校
管 理 費

　計

図書館費

文化振興
費

　計

保健体育
総 務 費

 1

 1
 4

 1
 3

 4

報 酬

報 酬
共済費

報 酬
職 員
手当等

共済費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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会計年度任用職員共済短期
給付負担金

 4

0203 スポーツ団体育成に要する経
費

    186,841          12     186,853          12
          12

          12
(
           )

（款）10 教育費 （項） 5 保健体育費

 1保健体育
総 務 費

　計

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（　）内は再任用短時間勤務職員数を別掲、【　】内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

補正後

補正後

給　与　費　明　細　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費 合　　　　　　　計
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                    （月分）

その他
の手当

計

補　正　後

長　　　　　等 3 23,004 8,028 (3.35) 3,484 34,516 6,477 40,993

議　　　　　員 16 52,620 16,894 (3.35) 69,514 16,538 86,052

その他の特別職 899 59,731 59,731 397 60,128

計 918 112,351 23,004 24,922 3,484 163,761 23,412 187,173

補　正　前

長　　　　　等 3 23,004 8,028 (3.35) 3,484 34,516 6,477 40,993

議　　　　　員 16 52,620 16,894 (3.35) 69,514 16,538 86,052

その他の特別職 899 59,731 59,731 397 60,128

計 918 112,351 23,004 24,922 3,484 163,761 23,412 187,173

その他の特別職

議　　　　　員

２　一　般　職

（１）総　括 （単位　千円）

計

比   　　較

長　　　　　等

共　済　費 合　　　　　計
報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

補正後
362 (22) 1,415,894 993,865

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

2,409,759 458,307 2,868,066

【 215】 【 298,189】 【 58,434】 【 356,623】 【 52,146】 【 408,769】

比    較
400

2,409,359 458,307 2,867,666

【 215】 【 296,148】 【 58,330】 【 354,478】 【 51,927】 【 406,405】
補正前

362 (22) 1,415,894 993,465

400 400

【2,041】 【104】 【2,145】 【 219】 【2,364】

（単位　千円）

職員
手当
等の
内訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 管理職手当

45,678 309,447 258,438 19,849 26,364 51,929 4,007 51,864

51,529 4,007 51,864

比 　較 400

補正前 45,678 309,447 258,438 19,849 26,364

区　分 宿日直手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 退職手当
管理職員特別

勤務手当
地域手当 単身赴任手当

比 　較

360

補正前 2,148 25,476 6,052 187,545 3,354 1,354 360

2,148 25,476 6,052 187,545 3,354 1,354
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 議案第５号 

 

   令和５年度かすみがうら市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 （総則） 

第１条 令和５年度かすみがうら市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 （収益的支出） 

第２条 予算書第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 支  出 

      （科 目）       （既決予定額）     （補正予定額）        （計） 

    第１款 下水道事業費用   １，３９８，８６５千円    １０６千円   １，３９８，９７１千円 

     第１項 営業費用     １，２７１，６５９千円    １０６千円   １，２７１，７６５千円 

 

 

   令和６年２月２９日提出 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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令和５年度かすみがうら市下水道事業会計補正予算実施計画 

 

収益的支出 

（支 出）                                             （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計  備 考 

１．下水道事業 

  費用 

  1,398,865 106 1,398,971   

１．営業費用  1,271,659 106 1,271,765   

１０．総係費 
61,697 106 61,803 
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令和５年度かすみがうら市下水道事業会計補正予算説明書 

 

収益的支出 

（支 出）                                             （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

節 

説明 

区分 金額 

1.下水道事

業費用 

  
1,398,865 106 1,398,971 

   

1.営業費用  
1,271,659 106 1,271,765 

   

10.総係費 
61,697 106 61,803 

   

   
1.報酬 100 会計年度職員の給与改定に伴う増 

6.法定福利費 6 会計年度職員の給与改定に伴う増 
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 議案第６号 

 

   かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例の    

   制定について    

 

 かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例    

（設置） 

第１条 市民自らが住みよいまちづくりを進めるため、地域活動の活性化、相互

交流及び文化の向上に向けたコミュニティ活動の拠点として、コミュニティ

施設を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 コミュニティ施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

霞ヶ浦コミュニティセンター かすみがうら市深谷３７１９番地１ 

千代田コミュニティセンター かすみがうら市中志筑２１１２番地 

下稲吉コミュニティセンター 
かすみがうら市稲吉三丁目１５番６

７号 

下大津コミュニティステーション かすみがうら市加茂４４７２番地 
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牛渡コミュニティステーション かすみがうら市牛渡２８６２番地３ 

安飾コミュニティステーション かすみがうら市安食１０７５番地１ 

志士庫コミュニティステーション かすみがうら市宍倉１５９４番地 

志士庫第２コミュニティステーシ

ョン 
かすみがうら市西成井８５番地 

（職員） 

第３条 霞ヶ浦コミュニティセンター、千代田コミュニティセンター及び下稲

吉コミュニティセンターに、センター長その他必要な職員を置く。 

（開館時間及び休館日） 

第４条 コミュニティ施設の開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。

ただし、市長が必要と認めるときは、これを変更することができる。 

２ コミュニティ施設（下稲吉コミュニティセンターを除く。）の休館日は、次

の各号に掲げるとおりとする。ただし、市長が必要と認めるときは、臨時に休

館し、又は開館することができる。 

（１） 月曜日。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号） 

に規定する休日に当たるときは、その翌日 

（２） １２月２７日から翌年の１月４日までの日 

３ 下稲吉コミュニティセンターの休館日は、１２月２７日から翌年の１月４

日までの日とする。ただし、市長が必要と認めるときは、臨時に休館し、又は

開館することができる。 

（行為の禁止） 

第５条 コミュニティ施設への来館者（以下「来館者」という。）は、次に掲げ

る行為をしてはならない。 

（１） 公の秩序若しくは善良の風俗に反し、又は公衆の衛生を害する行為 

（２） 他の来館者に危害を及ぼし、又は他の来館者の迷惑となる行為 

（３） コミュニティ施設の施設、設備又は備品を破損、又は滅失、若しくは汚
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損する行為 

（４） 許可のない広告物の掲示若しくは配布、看板若しくは立て札の設置又は

これらに類する行為 

（５） コミュニティ施設、設備等の管理上支障を及ぼす行為 

（６） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に禁止する必要があると認める行

為 

（使用の許可等） 

第６条 コミュニティ施設及び附属設備（以下「施設等」という。）を使用しよ

うとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可を受けた

者（以下「使用者」という。）が当該許可に係る内容を変更しようとするとき

も、同様とする。 

２ 市長は、前項の許可に際し、管理上必要があると認めるときは、条件を付す

ことができる。 

（使用許可の取消し等） 

第７条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を

取り消し、又は使用を制限し、若しくは停止することができる。 

（１） この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

（２） 公の秩序又は善良の風俗を害すると認めるとき。 

（３） 施設等を破損、又は滅失、若しくは汚損したとき。 

（４） 偽りその他不正な手段により使用許可を受けた事実が明らかになった

とき。 

（５） 公益上必要があると認めるとき。 

（６） 前各号に掲げるもののほか、管理上支障があると認めるとき。 

２ 市長は、前項の場合において使用者に損害が生じても、その責めを負わない

ものとする。 

（使用料） 
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第８条 使用者は、かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例（平成２８

年かすみがうら市条例第４３号。以下「使用料条例」という。）又は別表に規

定する使用料を納付しなければならない。 

（使用料の減免） 

第９条 使用料条例の規定により使用料の免除又は減額を受けようとする者は、

規則の定めるところにより申請しなければならない。 

（使用料の返還） 

第１０条 既に納付された使用料は、返還しない。ただし、使用料条例第７条の

規定により、その全部又は一部を返還することができる。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１１条 使用者は、使用の許可によって生じる権利を他人に譲渡し、又は転貸

してはならない。 

 （原状回復の義務） 

第１２条 使用者は、施設等の使用を終了したときは、使用した施設を原状に復

さなければならない。第７条の規定により使用の許可を取り消され、又は使用

を制限され、若しくは停止されたときも、同様とする。 

（損害賠償の義務） 

第１３条 故意又は過失により施設等を破損、又は滅失、若しくは汚損した者は、

これによって生じた損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特別の事

情があると認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者による管理） 

第１４条 コミュニティ施設の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２４４条の２第３項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定

するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務） 

第１５条 指定管理者が行う業務は、次に掲げるとおりとする。 
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（１） 施設等の維持管理に関する業務 

（２） 次条に規定する利用料金の徴収に関する業務 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

（利用料金制） 

第１６条 市長は、第１４条の規定によりコミュニティ施設の管理を指定管理

者に行わせる場合は、コミュニティ施設の使用料（以下「利用料金」という。）

を、指定管理者の収入として収受させることができる。 

２ 利用料金は、第８条の規定にかかわらず、使用料条例別表に定める額を上限

として、指定管理者が定めるものとする。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金の額を定めるとき又は変更する

ときは、あらかじめ市長の承認を得なければならない。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市働く女性の家の設置及び管理に関する条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（１） かすみがうら市働く女性の家の設置及び管理に関する条例（平成１７年

かすみがうら市条例第１１２号） 

（２） かすみがうら市福祉館設置及び管理に関する条例（平成２１年かすみが

うら市条例第２３号） 

（３） かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例（平成２１年かす

みがうら市条例第２４号）   

（４） かすみがうら市旧地区公民館設置及び管理等に関する条例（平成２８年
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かすみがうら市条例第１７号） 

（５） かすみがうら市千代田講堂設置及び管理に関する条例（平成２８年かす

みがうら市条例第４２号） 

（経過措置） 

３ この条例の施行の日前に、かすみがうら市働く女性の家の設置及び管理に

関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第１１２号）、かすみがうら市福

祉館設置及び管理に関する条例（平成２１年かすみがうら市条例第２３号）、

かすみがうら市あじさい館設置及び管理に関する条例（平成２１年かすみが

うら市条例第２４号）、かすみがうら市公民館設置及び管理等に関する条例

（平成２１年かすみがうら市条例第２５号）、かすみがうら市旧地区公民館設

置及び管理等に関する条例（平成２８年かすみがうら市条例第１７号）及びか

すみがうら市千代田講堂設置及び管理に関する条例（平成２８年かすみがう

ら市条例第４２号）の規定によりなされた同日以後に係る処分、手続その他の

行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

 （かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 

４ かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１附属機関の部働く女性の家運営委員会委員の項及び福祉館運営協

議会委員の項を削る。 

 （かすみがうら市議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条

例の一部改正） 

５ かすみがうら市議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第６０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第３号中「（地区公民館を含む。）」を削り、同条第１５号を次のよう

に改める。 

40



  （１５） コミュニティ施設 

  第３条第１号中「（地区館を含む。）」を削り、同条第１０号を次のように改

める。 

  （１０） コミュニティ施設 

 （かすみがうら市公共施設の暴力団等排除に関する条例の一部改正） 

６ かすみがうら市公共施設の暴力団等排除に関する条例（平成１９年かすみ

がうら市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

  別表中第４号から６号までを削り、第７号を第４号とし、第８号から第３２

号までを３号ずつ繰り上げ、第３３号を削り、第３４号を第３０号とし、同号

の次に次の１号を加える。 

  （３１） かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例 

 （かすみがうら市公民館設置及び管理等に関する条例の一部改正） 

７ かすみがうら市公民館設置及び管理等に関する条例（平成２１年かすみが

うら市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第１条第２項中「及びかすみがうら市」を「、かすみがうら市」に改め、「千

代田公民館」の次に「及びかすみがうら市下稲吉公民館」を加え、同条第３項

中「地区公民館」を「支館」に改める。 

  第５条から第１７条までを削り、第１８条を第５条とする。 

  第１９条及び第２０条を削り、第２１条を第６条とする。 

  別表かすみがうら市千代田公民館の項中「上佐谷９９１番地５」を「中志筑

２１１２番地」に改め、同表に次のように加える。 

かすみがうら市下稲吉公民館 かすみがうら市稲吉三丁目１５番６７号 

 （かすみがうら市立図書館条例の一部改正） 

８ かすみがうら市立図書館条例（平成２１年かすみがうら市条例第２６号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第２項の表かすみがうら市立図書館千代田分館の項中「上佐谷９９
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１番地５」を「中志筑２１１２番地」に改める。 

 （かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例の一部改正） 

９ かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例（平成２８年かすみがう

ら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

  第２条ただし書中「第１４号」を「第１０号」に改め、同条第１号を次のよ

うに改める。 

  （１） かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例（令

和６年かすみがうら市条例第 号） 

  第２条中第３号及び第４号を削り、第５号を第３号とし、第６号から第９号

までを２号ずつ繰り上げ、第１０号及び第１１号を削り、第１２号を第８号と

し、第１３号を第９号とし、第１４号を第１０号とする。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ２ 前項の規定により、使用料総額に１０円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てるものとする。 

  第４条第４項中「前項まで」を「前３項」に、「算出」を「算定」に、「この

端数金額」を「その端数金額」に改める。 

  第５条第３号中「（霞ヶ浦公民館又は千代田公民館を利用する場合に限る。）」

を削る。 

  別表働く女性の家の部を次のように改める。 

霞ヶ浦コミュ

ニティセンタ

ー 

軽運動室 ３００円 ４５０円 

コミュニティ広場ＡＢ ８００円 １，２００円 

コミュニティ広場Ａ ４００円 ６００円 

コミュニティ広場Ｂ ４００円 ６００円 

集会室 １，５００円 ２，２５０円 

会議室１号 ４８０円 ７２０円 
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会議室２号 ６００円 ９００円 

会議室３号 １６０円 ２４０円 

会議室４号 １６０円 ２４０円 

会議室５号 １６０円 ２４０円 

講座室１号 ３００円 ４５０円 

講座室２号 ３００円 ４５０円 

研修室１号 ３６０円 ５４０円 

研修室２号 ３８０円 ５７０円 

茶室 １６０円 ２４０円 

視聴覚室 ８２０円 １，２３０円 

調理実習室 ４６０円 ６９０円 

陶芸工作棟 陶芸室 ２６０円 ３９０円 

工作室 ２２０円 ３３０円 

  別表霞ヶ浦コミュニティセンターの部の次に次のように加える。 

千代田コミュ

ニティセンタ

ー 

大会議室 ７９０円 １，１８０円 

小会議室（Ａ） ３５０円 ５２０円 

小会議室（Ｂ） ４１０円 ６１０円 

視聴覚室 ４３０円 ６４０円 

調理室 ４００円 ６００円 

屋内運動場 ４００円 ６００円 

コミュニティスペースＡ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＢ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＣ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＤ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＥ ３００円 ４５０円 
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コミュニティスペースＦ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＧ ３００円 ４５０円 

コミュニティスペースＨ ３００円 ４５０円 

下稲吉コミュ

ニティセンタ

ー 

料理実習室 ２００円 ３００円 

多目的室 ９４０円 １，４１０円 

第１研修室 ８０円 １２０円 

第２研修室 ８０円 １２０円 

第３研修室 ８０円 １２０円 

集会室 １２０円 １８０円 

軽運動室 ２６０円 ３９０円 

講習室 ２２０円 ３３０円 

相談室 ６０円 ９０円 

第１会議室 ８０円 １２０円 

第２会議室 ８０円 １２０円 

第３会議室 ８０円 １２０円 

下大津コミュ

ニティステー

ション 

大ホール ４２０円 ６３０円 

会議室ＡＢＣ １８０円 ２７０円 

会議室ＡＢ １２０円 １８０円 

会議室Ｃ ６０円 ９０円 

調理室 １２０円 １８０円 

牛渡コミュニ

ティステーシ

ョン 

大ホール ３６０円 ５４０円 

会議室Ａ １４０円 ２１０円 

会議室Ｂ １４０円 ２１０円 

調理室 １００円 １５０円 

安飾コミュニ大ホール ３９０円 ５８０円 
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ティステーシ

ョン 

会議室Ａ １４０円 ２１０円 

会議室Ｂ １３０円 １９０円 

会議室Ｃ １００円 １５０円 

調理室 １３０円 １９０円 

志士庫コミュ

ニティステー

ション 

会議室Ａ ９１０円 １，３６０円 

会議室Ｂ ６３０円 ９４０円 

会議室Ｃ ４３０円 ６４０円 

志士庫第２コ

ミュニティス

テーション 

大ホール ４２０円 ６３０円 

和室 １６０円 ２４０円 

調理室 １００円 １５０円 

  別表あじさい館の部、福祉館の部、霞ヶ浦公民館の部、千代田公民館の部及

び千代田講堂の部を削り、同表備考中第３号を削り、第４号を第３号とし、第

５号を第４号とする。 

別表（第８条関係） 

 霞ヶ浦コミュニティセンタートレーニング室使用料 

使用区分 使用料 

市内居住者 ６５歳以上の者、義務教育課程修了前の

者又は身体障害者手帳、精神障害者保健

福祉手帳若しくは療育手帳を有する者 

無料 

上記以外の者 １人につき２００円 

市内居住者でない者 １人につき５２０円 

 霞ヶ浦コミュニティセンター浴室使用料 

使用区分 使用料 

市内居住者 ６５歳以上の者、義務教育課程修了前の

者又は身体障害者手帳、精神障害者保健

無料 
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福祉手帳若しくは療育手帳を有する者 

上記以外の者 １人につき２００円 

市内居住者でない者 １人につき５２０円 

 霞ヶ浦コミュニティセンターカラオケ使用料 

使用区分 使用料 

一律 １曲につき１００円 
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 議案第７号 

 

   生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する    

   法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について 

 

 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行

に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する    

   法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

（かすみがうら市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市水道事業給水条例（平成１７年かすみがうら市条例第

１４６号）の一部を次のように改正する。 

  第５条及び第３４条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改め

る。 

 

（かすみがうら市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管

理者の資格基準に関する条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技

術管理者の資格基準に関する条例（平成２５年かすみがうら市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 
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第４条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改め

る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 議案第８号 

 

   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に    

   関する条例の制定について 

 

 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に    

関する条例 

 

 （かすみがうら市監査委員条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市監査委員条例（平成１７年かすみがうら市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。 

  第１１条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」

に改める。 

 

 （かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２

年かすみがうら市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１項」に、「第

２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 
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  第２条中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項第１号」

に改める。 

 

 （かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第３条 かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（平成

１７年かすみがうら市条例第１４４号）の一部を次のように改正する。 

  第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」

に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 議案第９号 

 

   かすみがうら市役所の位置を定める条例の一部を改正する条例の    

   制定について    

 

 かすみがうら市役所の位置を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市役所の位置を定める条例の一部を改正する条例 

 

 かすみがうら市役所の位置を定める条例（平成１７年かすみがうら市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条に次の１号を加える。 

 （３） かすみがうら市中央庁舎 かすみがうら市下稲吉２６３３番地１９ 

   附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 
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 議案第１０号  

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の    

   制定について 

 

 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市職員の給与に関する条例（平成１７年かすみがうら市条例第

４６号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１の６級の項職務の内容の欄を次のように改める。 

課長及び企画監の職務 

教育委員会事務局の課長の職務 

議会事務局の課長の職務 

監査委員事務局長の職務 

 別表第１の５級の項中「議会事務局の事務局長補佐」を「議会事務局の課長

補佐」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 議案第１１号  

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

   定資産税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促    

   進条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の

特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

   定資産税の特例措置に関する条例及びかすみがうら市企業立地促    

   進条例の一部を改正する条例 

 

 （かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税

の特例措置に関する条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資

産税の特例措置に関する条例（平成２１年かすみがうら市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条第２項中「建設して設置」の次に「又は建物の用途を変更して事務所

等として使用」を加え、同条第８項を削る。 

  第４条第３項を削る。 
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  第５条中「次の各号に掲げる」を「その年の１月１日現在における特例資産

及び特定業務資産（以下「特例資産等」という。）に関する」に改め、同条各

号を削る。 

  附則第２条中「令和６年３月３１日」を「令和１１年３月３１日」に改める。 

 

 （かすみがうら市企業立地促進条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市企業立地促進条例（平成２１年かすみがうら市条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第４号を次のように改める。 

   （４） 設備投資額及び敷地整備等額 企業の立地に必要な土地並びに償

却資産の取得に要する経費及び企業の立地に必要な土地並びに構築

物の整備に要する経費で規則で定める額をいう。 

第２条中第６号を削り、第７号を第６号とし、第８号を第７号とする。 

  第３条第１項第１号中「設備投資助成金」を「設備投資及び敷地整備等助成

金」に改め、同項第３号を削り、同条第２項中「設備投資助成金」を「設備投

資及び敷地整備等助成金」に改め、同条第３項に次のただし書を加える。 

   ただし、新規雇用従業員の数は、助成金の額の決定の日から分割交付する

期間において３人を下回らないこととする。 

第３条第４項を削る。 

  第４条第１号を次のように改める。 

   （１） 設備投資及び敷地整備等助成金 設備投資額及び敷地整備等額

（消費税を除く。）に１００分の１０を乗じて得た額とし、１億５千

万円を限度とする。ただし、本社機能移転の場合は、設備投資額及び

敷地整備等額に１００分の２０を乗じて得た額とし、３億円を限度

とする。 

  第４条第３号を削る。 
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  第５条中「第７号」を「第６号」に改め、同条第３号中「設備投資額」の次

に「及び敷地整備等額」を加え、同条第４号中「敷地整備・インフラ整備工事」

を「設備投資及び敷地整備等工事」に改め、同条中第５号を削り、第６号を第

５号とし、第７号を第６号とする。 

  附則第２項中「令和６年３月３１日」を「令和１１年３月３１日」に改める。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行し、地域経済牽引事業の促進による

地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第４０号）第４条第

６項の規定による地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画の同意の日

から適用する。 

 (経過措置) 

２ この条例による改正前のかすみがうら市企業立地促進条例第６条の規定に

よる指定を受けたものについては、なお従前の例による。 
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 議案第１２号  

 

   かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条    

   例の制定について 

 

 かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例の一部を改正する条

例 

かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例（平成１７年かすみがうら市条

例第８８号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第５号に次のただし書を加える。 

ただし、６５歳以上７５歳未満の者で、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第５０条第２号の政令で定める程度の障害の状

態にあるものにあっては、同号の規定による認定を受けたものに限る。 

第２条第５号ア中「（６５歳以上７５歳未満の者は、高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年法律第８０号）第５０条第２号の規定による認定を受

けたものに限る。）」を削り、同号イからウまでの規定中「（６５歳以上７５

歳未満の者は、高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号の規定による

認定を受けたものに限る。）」を削り、同号エ中「３級」の次に「又は４級」
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を加え、「（６５歳以上７５歳未満の者は、高齢者の医療の確保に関する法律

第５０条第２号の規定による認定を受けたものに限る。）」を削り、同号カ中

「（６５歳以上７５歳未満の者は、高齢者の医療の確保に関する法律第５０条

第２号の規定による認定を受けたものに限る。）」を削り、同号キ中「に基づ

く精神障害者保健福祉手帳を交付された者のうち、障害程度が１級の者（６５

歳以上７５歳未満の者は、高齢者の医療の確保に関する法律第５０条第２号の

規定による認定を受けたものに限る。）」を「第４５条第２項の規定により精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、その障害の程度が精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項

（以下「政令第６条第３項」という。）の１級に該当する者」に改め、同号に

次のように加える。 

ク 手帳の交付を受けた者で、その障害の程度が省令別表の３級又は４級

に該当し、かつ、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、その障

害の程度が政令第６条第３項の２級に該当する者 

ケ 児童相談所又は知的障害者更生相談所において、知能指数が５０以下

と判定された者で、かつ、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で、

その障害の程度が政令第６条第３項の２級に該当する者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行日前の診療に係る医療福祉費支給については、なお従前の

例による。 
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 議案第１３号  

 

   かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定    

   について 

 

 かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

かすみがうら市国民健康保険税条例（平成１７年かすみがうら市条例第１０

１号）の一部を次のように改正する。 

 

第３条第１項中「１００分の６．０」を「１００分の７．２」に改める。 

第７条中「１００分の２．５」を「１００分の３．４」に改める。 

第１１条中「１００分の２．１」を「１００分の２．８」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市国民健康保険税条例の規定は、令

和６年度以降の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分まで

の国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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 議案第１４号  

 

   かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運    

   営に関する基準を定める条例及びかすみがうら市指定介護予防支    

   援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護    

   予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一    

   部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例及びかすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

  

                 かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運    

   営に関する基準を定める条例及びかすみがうら市指定介護予防支    

   援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護    

   予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一    

   部を改正する条例    

 

 （かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に
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関する基準を定める条例（平成２６年かすみがうら市条例第２０号）の一部

を次のように改正する。 

  第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「しなければならない」

を「するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信(公衆によって

直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行う

ことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。)により公衆の閲覧に

供しなければならない」に改める。 

  第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を

「電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記録媒体をいう。)」に改める。 

 

 （かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例（平成２７年かすみがうら市条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

  第７条第４項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これら

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電

磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同じ。）に

係る記録媒体をいう。）」に改める。 

  第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情
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報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 議案第１５号 

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て 

 

 かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市介護保険条例（平成１８年かすみがうら市条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和

８年度まで」に改め、同項第１号中「第３９条第１項第１号」を「第３８条第

１項第１号」に、「３１，２００円」を「３０，５００円」に改め、同項第２

号中「第３９条第１項第２号」を「第３８条第１項第２号」に、「４６，８０

０円」を「４６，０００円」に改め、同項第３号中「第３９条第１項第３号」

を「第３８条第１項第３号」に、「４６，８００円」を「４６，３００円」に

改め、同項第４号中「第３９条第１項第４号」を「第３８条第１項第４号」に、

「５６，１００円」を「６０，４００円」に改め、同項第５号中「第３９条第

１項第５号」を「第３８条第１項第５号」に、「６２，４００円」を「６７，

２００円」に改め、同項第６号から第１１号までを次のように改める。 

 （６） 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ８０，６００円 
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 （７） 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ８７，３００円 

 （８） 令第３８条第１項第８号に掲げる者 １００，８００円 

 （９） 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １１４，２００円 

 （１０） 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １２７，６００円 

 （１１） 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １４１，１００円 

 第４条第１項に次の２号を加える。 

 （１２） 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １５４，５００円 

 （１３） 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １６１，２００円 

 第４条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和

８年度まで」に、「１８，７２０円」を「１９，１５０円」に改め、同条第３

項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」

に、「１８，７２０円」を「１９，１５０円」に、「３１，２００円」を「３

２，５９０円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令

和６年度から令和８年度まで」に、「１８，７２０円」を「１９，１５０円」

に、「４３，６８０円」を「４６，０３０円」に改める。 

 第６条第３項中「第３９条第１項第１号イ」を「第３８条第１項第１号イ」

に、「又は」を「、」に改め、「第９号ロ」の次に「、第１０号ロ、第１１号

ロ又は第１２号ロ」を加え、「令第３９条第１項第１号から第９号まで」を「同

項第１号から第１２号まで」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市介護保険条例第４条及び第６条第

３項の規定は、令和６年度以降の年度分の保険料について適用し、令和５年

度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 
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 議案第１６号 

 

   かすみがうら市漁港管理条例の一部を改正する条例の制定につい    

   て 

 

 かすみがうら市漁港管理条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市漁港管理条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市漁港管理条例（平成１７年かすみがうら市条例第１２０号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第１条中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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 議案第１７号 

 

   かすみがうら市敬老祝金給付条例を廃止する条例の制定について    

 

 かすみがうら市敬老祝金給付条例を廃止する条例を次のとおり制定する。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

   かすみがうら市敬老祝金給付条例を廃止する条例    

 かすみがうら市敬老祝金給付条例（平成１７年かすみがうら市条例第９６号）

は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月 1日から施行する。 
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 議案第１８号 

 

   令和５年度かすみがうら市一般会計補正予算（第１２号） 

 令和５年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第１２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２７１，６３９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２０，１６１，６９７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明

許費」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

   令和６年２月２９日提出 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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      32,860

      32,860

   4,000,000

   4,000,000

   3,421,358

   2,110,756

   1,300,232

   1,394,303

     801,211

     417,167

      71,596

     104,329

     122,001

     122,001

     955,531

     955,528

           3

     603,257

     603,257

     370,611

     328,036

   1,667,200

     △1,907

     △1,907

     308,242

     308,242

       6,502

    △16,924

      23,426

    △36,113

     △7,796

     △9,327

       △314

    △18,676

       4,700

       4,700

    △10,375

    △58,266

      47,891

      70,127

      70,127

     △3,816

     △3,816

    △65,721

      30,953

      30,953

   4,308,242

   4,308,242

   3,427,860

   2,093,832

   1,323,658

   1,358,190

     793,415

     407,840

      71,282

      85,653

     126,701

     126,701

     945,156

     897,262

      47,894

     673,384

     673,384

     366,795

     324,220

   1,601,479

10

11

15

16

18

19

20

21

22

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

 1

 1

 1

 2

 1

 2

 3

 4

 1

 1

 2

 1

 5

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

県 負 担 金

県 補 助 金

県 委 託 金

県 交 付 金

寄 附 金

基 金 繰 入 金

特 別 会 計 繰 入 金

繰 越 金

雑 入

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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   1,667,200

  19,890,058

    △65,721

     271,639

   1,601,479

  20,161,697歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1 市 債

款 項 補正前の額 補正額 計
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     141,868

     141,868

   2,192,767

   1,873,587

     220,622

      92,747

   7,097,235

   4,026,047

   2,379,860

     691,328

   1,403,199

   1,403,199

     784,670

     758,023

     492,334

     492,334

   1,881,489

     858,951

      22,303

     878,593

     932,177

     932,177

     △1,128

     △1,128

      62,626

      64,944

     △2,978

         660

    △39,674

    △24,258

    △36,318

      20,902

   △107,441

   △107,441

    △38,941

    △38,941

     △6,166

     △6,166

     562,161

    △76,280

           0

     638,441

    △11,103

    △11,103

     140,740

     140,740

   2,255,393

   1,938,531

     217,644

      93,407

   7,057,561

   4,001,789

   2,343,542

     712,230

   1,295,758

   1,295,758

     745,729

     719,082

     486,168

     486,168

   2,443,650

     782,671

      22,303

   1,517,034

     921,074

     921,074

 1

 2

 3

 4

 6

 7

 8

 9

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

 1

 1

 2

 3

 1

 2

 3

 1

 1

 1

 2

 3

 4

 1

議 会 費

総 務 管 理 費

徴 税 費

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

生 活 保 護 費

保 健 衛 生 費

農 業 費

商 工 費

道 路 橋 梁 費

河 川 費

都 市 計 画 費

消 防 費

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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   2,812,530

     274,173

     635,861

   1,438,825

      57,220

       9,218

   2,001,892

   2,001,892

  19,890,058

   △131,410

     △4,800

    △32,160

    △94,450

     △1,400

     △1,400

    △15,885

    △15,885

     271,639

   2,681,120

     269,373

     603,701

   1,344,375

      55,820

       7,818

   1,986,007

   1,986,007

  20,161,697歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

10

11

12

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

 1

 2

 3

 6

 1

教 育 総 務 費

小 学 校 費

中 学 校 費

その他公共施設・公用施設災害復旧費

公 債 費

款 項 補正前の額 補正額 計
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１　追　加 （単位　千円）

款 項 金 額

２　総務費 １　総務管理費 ７７，５１５

２　総務費 ３　戸籍住民基本台帳費 ５，６５４

２　総務費 ３　戸籍住民基本台帳費 ５，５００

４　衛生費 １　保健衛生費 ７，３８１

４　衛生費 １　保健衛生費 １２，９４４

６　農林水産業費 １　農業費 ３，３６４

６　農林水産業費 １　農業費 ２０，３２５

８　土木費 ２　道路橋梁費 ２４１，９１７

８　土木費 ２　道路橋梁費 ４６，０００

８　土木費 ３　河川費 ５，０００

１０　教育費 ２　小学校費 ５５８

１０　教育費 ３　中学校費 １，０３１

１０　教育費 ５　保健体育費 ３，１３５

１１　災害復旧費 ４　公共土木施設災害復旧費 １８，８１９

４４９，１４３

住民基本台帳事務に要する経費

第　２　表 繰　越　明　許　費

事　　業　　名

戸籍事務に要する経費

自治振興に要する経費

道路橋梁災害復旧に要する経費

合　　計

新型コロナウイルスワクチン接種に要する経費

一般廃棄物処理に要する経費

わかぐり運動公園管理運営に要する経費

市道整備に要する経費

（仮称）千代田ＰＡスマートＩＣ関連事業に要する経費

河川維持管理に要する経費

土地改良助成に要する経費

県単土地改良に要する経費

小学校給食管理運営に要する経費

中学校給食管理運営に要する経費
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　１　変　更 （単位　千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

やまゆり保育所空調整備事業
債

１０，２００

普通貸借又
は証券発行

８，４００

普通貸借又
は証券発行

霞台厚生施設組合周辺整備等
事業債

３０，９００ １８，９００

市道整備事業債 ３３２，０００ ３３５，１００

中根川緊急浚渫推進事業債 ７，９００ ８，７００

消防水利整備事業債 １７，４００ １５，７００

発令判断支援システム整備事
業債

４９，５００ ４６，９００

臨時財政対策債 １５０，０００ ９８，４７９

第　３　表　　　地　方　債　補　正

補正前 補正後

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。

　３．０％以
内（ただし、
利率見直し方
式で借り入れ
る政府資金及
び地方公共団
体金融機構資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を短
縮し、又は繰上償
還もしくは低利に
借り換えすること
ができる。
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       5,692,708

         230,384

           2,493

          34,064

          22,414

          77,000

         988,876

         123,000

          20,000

          32,860

       4,000,000

           5,882

          59,041

          48,900

       3,421,358

       1,394,303

          18,175

         122,001

         955,531

         603,257

         370,611

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

               0

         △1,907

         308,242

               0

               0

               0

           6,502

        △36,113

               0

           4,700

        △10,375

          70,127

         △3,816

       5,692,708

         230,384

           2,493

          34,064

          22,414

          77,000

         988,876

         123,000

          20,000

          30,953

       4,308,242

           5,882

          59,041

          48,900

       3,427,860

       1,358,190

          18,175

         126,701

         945,156

         673,384

         366,795

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       1,667,200

      19,890,058

        △65,721

         271,639

       1,601,479

      20,161,697歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

22 市 債

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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     141,868

   2,192,767

   7,097,235

   1,403,199

      42,677

     784,670

     492,334

   1,881,489

     932,177

   2,812,530

      57,220

   2,001,892

      50,000

  19,890,058

     △1,128

      62,626

    △39,674

   △107,441

           0

    △38,941

     △6,166

     562,161

    △11,103

   △131,410

     △1,400

    △15,885

           0

     271,639

     140,740

   2,255,393

   7,057,561

   1,295,758

      42,677

     745,729

     486,168

   2,443,650

     921,074

   2,681,120

      55,820

   1,986,007

      50,000

  20,161,697歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

       2,288

      36,875

     △3,129

    △28,317

    △40,733

    △33,016

     △1,800

    △12,000

       3,900

     △4,300

    △14,200

         200

       3,000

     △3,816

       1,500

         884

     △1,128

      60,138

    △74,749

    △92,312

    △10,624

     △9,166

     598,994

     △2,987

   △132,910

     △1,400

    △15,885

     317,971

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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地方特例交付金

普通交付税

特別交付税

震災復興特別交付税

障害者自立支援給付費負担金

児童手当交付金

子どものための教育・保育給付費負担金

児童扶養手当給付費負担金

生活保護費負担金

保険基盤安定負担金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

（総務省）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時

交付金

社会保障・税番号制度システム整備費補助金

（法務省）

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事

業費補助金

道路更新防災等対策事業補助金

       32,860

       32,860

    4,000,000

    4,000,000

    1,947,696

    2,110,756

      691,259

      141,675

       49,450

      △1,907

      △1,907

      308,242

      308,242

     △16,924

     △16,924

       67,288

      △3,129

        5,449

       30,953

       30,953

    4,308,242

    4,308,242

    1,930,772

    2,093,832

      758,547

      138,546

       54,899

     △1,907

     308,242

         247

    △14,912

     △3,506

       3,405

     △2,158

      67,288

     △3,129

       5,449

     239,461

      67,845

         936

    △26,707

      11,795

         660

      15,972

       1,628

      49,028

     △2,851

（款）

（款）

（款）

（款）

10 地方特例交付金

11 地方交付税

15 国庫支出金

15 国庫支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 地方特例交付金

 1 地方交付税

 1 国庫負担金

 2 国庫補助金

 1

 1

 1

 1

 3

 5

地 方 特 例 交 付 金

　　　　計

地 方 交 付 税

　　　　計

民生費 国庫負担金

　　　　計

総務費 国庫補助金

衛生費 国庫補助金

土木費 国庫補助金

２  歳  入

 1

 1

 1

 2

 3

 4

 5

 1

 1

 1

地方特例交付金

地 方 交 付 税

社会福祉費負担金

児童福祉費負担金

児 童 扶 養 手 当

給 付 費 負 担 金

生活保護費負担金

国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

総 務 費 補 助 金

保健衛生費補助金

土木費国庫補助金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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ＩＣアクセス道路補助金

防災安全社会資本整備交付金

児童手当交付金

子どものための教育・保育給付費負担金

保険基盤安定負担金

後期高齢者保険基盤安定負担金

県単土地改良事業補助金

経営所得安定対策等推進事業費補助金

鳥獣被害防止総合対策補助金

鳥獣被害防止促進補助金

経営発展支援事業補助金

家畜伝染病予防事業委託金

多面的機能支払事業費

      210,113

    1,300,232

      801,211

      801,211

       81,865

      417,167

          320

       71,596

       98,955

      104,329

     △46,182

       23,426

      △7,796

      △7,796

      △9,327

      △9,327

        △314

        △314

     △18,676

     △18,676

      163,931

    1,323,658

      793,415

      793,415

       72,538

      407,840

            6

       71,282

       80,279

       85,653

    △46,182

       △150

     △7,055

       △591

     △9,327

       △314

    △18,676

       8,300

     △6,047

       5,897

         786

     △1,151

       △720

       △742

     △7,500

(                     )

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

15 国庫支出金

16 県支出金

16 県支出金

16 県支出金

16 県支出金

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 2 国庫補助金

 1 県負担金

 2 県補助金

 3 県委託金

 4 県交付金

 5

 7

 1

 4

 3

 2

土木費 国庫補助金

社 会 資 本 整 備

総 合 交 付 金

　　　　計

民 生 費 県 負 担 金

　　　　計

農 林 水 産 業 費

県 補 助 金

　　　　計

農 林 水 産 業 費

県 委 託 金

　　　　計

農 林 水 産 業 費

県 交 付 金

　　　　計

 1

 2

 4

 5

 1

 1

 1

社 会 資 本 整 備

総 合 交 付 金

児童福祉費負担金

国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

後期高齢者医療

事 業 費 負 担 金

農 業 費 補 助 金

農 業 費 委 託 金

農 業 費 交 付 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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ふるさと応援寄附金（企業版）

財政調整基金

市債元金償還金

後期高齢者医療特別会計繰入金

介護保険特別会計繰入金

前年度繰越金

消防団員退職報償金

やまゆり保育所空調整備事業債

霞台厚生施設組合周辺整備等事業債

市道整備事業債

      122,001

      122,001

      430,968

      300,000

      955,528

            1

            1

            3

      603,257

      603,257

      291,006

      328,036

       10,200

       35,100

      339,900

        4,700

        4,700

      207,473

    △265,739

     △58,266

       11,249

       36,642

       47,891

       70,127

       70,127

      △3,816

      △3,816

      △1,800

     △12,000

        3,900

      126,701

      126,701

      638,441

       34,261

      897,262

       11,250

       36,643

       47,894

      673,384

      673,384

      287,190

      324,220

        8,400

       23,100

      343,800

       4,700

     207,473

   △265,739

      11,249

      36,642

      70,127

     △3,816

     △1,800

    △12,000

       3,100

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

（款）

18 寄附金

19 繰入金

19 繰入金

20 繰越金

21 諸収入

22 市債

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 寄附金

 1 基金繰入金

 2 特別会計繰入金

 1 繰越金

 5 雑入

 1 市債

 1

 1

 2

 2

 3

 1

 7

 1

 2

 3

寄 附 金

　　　　計

財政調整基金繰入金

減 債 基 金 繰 入 金

　　　　計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計 繰 入 金

介護保 険特別会計

繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

雑 入

　　　　計

民 生 債

衛 生 債

土 木 債

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

 1

寄 附 金

財 政 調 整 基 金

繰 入 金

減債基金繰入金

後期高齢者医療

特別会計繰入金

介護保険特別会計

繰 入 金

繰 越 金

雑 入

公立保育所空調整

備 事 業 債

霞 台 厚 生 施 設

整 備 事 業 債

道路整備事業債

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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中根川緊急浚渫推進事業債

消防水利整備事業債

発令判断支援システム更新事業債

臨時財政対策債

      109,400

      150,000

    1,667,200

      △4,300

     △51,521

     △65,721

      105,100

       98,479

    1,601,479

         800

     △4,300

    △51,521

     △1,700

     △2,600

(                     )

（款）22 市債 （項） 1 市債

 3

 4

 6

土 木 債

消 防 債

臨 時 財 政 対 策 債

　　　　計

 2

 1

 1

緊急浚渫推進事業

債

防災基盤整備事業

債

臨時財政対策債

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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議員期末手当

退職手当特別負担金

市長交際費
副市長交際費

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員厚生年金
保険料
会計年度任用職員共済短期
給付負担金
会計年度任用職員費用弁償

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員厚生年金
保険料
会計年度任用職員共済短期
給付負担金
会計年度任用職員費用弁償

燃料費
修繕料
手数料
文書等配達業務委託

 3

 3

 9
 9

 1

 3
 4

 4

 8

 1

 3
 4

 4

 8

10
10
11
12

02
0201

01
0101

02
0202

03
0301

04
0401

01
0101

市議会運営事業

職員等人件費

秘書業務事業

広報事業

人事管理事業

文書法制事業

市議会運営に要する経費

職員等人件費

市長・副市長秘書業務に要す
る経費

広報に要する経費

人事管理に要する経費

文書法制に要する経費

    141,868

    141,868

    938,862

     21,939

    △1,128

    △1,128

     34,599

      △677

    140,740

    140,740

    973,461

     21,262

    △1,128

    △1,128

     34,599

      △677

    △1,128

    △5,330
     41,980

    △1,074
      △377
      △600

      △156
        △9
      △512

     △1,128

      43,563

       △510
        △90

       △930
       △183

       △121

        △63
        △77

     △4,400
     △1,400

       △590

       △300
       △300

       △106
        △50
         △9
       △512

     △1,128
     △1,128

      43,563
      43,563

       △600

       △600

     △1,374
     △1,374

     △6,990
     △6,990

       △677
       △677

（款）

（款）

 1 議会費

 2 総務費

（項）

（項）

 1 議会費

 1 総務管理費

 1

 1

 2

議 会 費

　計

一般管理
費

文書法制
費

３  歳  出

 3

 1
 3

 4
 8
 9

10
11
12

職 員
手当等

報 酬
職 員
手当等
共済費
旅 費
交際費

需用費
役務費
委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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庁舎等清掃管理委託
施設警備委託
公用車

草刈作業委託
施設警備委託

庁舎機能移転設計業務委託

減債基金積立金

光熱水費
修繕料

地域集会施設整備費補助金

会計年度任用職員（事務補
助）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員厚生年金
保険料
会計年度任用職員共済短期
給付負担金
会計年度任用職員費用弁償

12
12
17

12
12

12

24

10
10

18

 1

 3
 4

 4

 8

02
0201

0203

0204

06
0601

01
0101

01
0101

01
0101

01
0101

庁舎等財産管理事業

基金運用事業

企画調整事業

（財源振替）
生活安全対策事業

自治振興事業

市税賦課事務事業

千代田庁舎管理に要する経費

旧小学校施設管理に要する経
費

行政機能移転に要する経費

基金運用益等の積立に要する
経費

企画調整に要する経費

交通安全対策に要する経費

自治振興に要する経費

市税賦課事務に要する経費

    366,397

     13,846

     50,963

    251,600

  1,873,587

     59,212

    220,622

     48,772

          0

    △5,000

   △12,750

     64,944

    △2,978

    △2,978

    415,169

     13,846

     45,963

    238,850

  1,938,531

     56,234

    217,644

        200

        200

     48,772

      △200

    △5,000

   △12,750

     64,744

    △2,978

    △2,978

    △5,084
      △562

     54,418

    △5,000

   △12,750

    △1,867
      △368

      △594
      △149

       △600
     △1,279
       △562

       △400
       △211

     △2,594

      54,418

     △4,000
     △1,000

    △12,750

     △1,867
       △368

       △397

       △197
       △149

     △5,646
     △2,441

       △611

     △2,594

      54,418

      54,418

     △5,000
     △5,000

    △12,750
    △12,750

     △2,978
     △2,978

（款）

（款）

 2 総務費

 2 総務費

（項）

（項）

 1 総務管理費

 2 徴税費

 5

 6

 8

 9

 2

財産管理
費

企 画 費

生活安全
対 策 費

地域振興
費

　計

賦 課 費

　計

12
17

24

10

18

 1
 3

 4
 8

委託料
備 品
購入費
積立金

需用費

負担金
、補助
及 び
交付金

報 酬
職 員
手当等
共済費
旅 費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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住民基本台帳システム改修
委託

電力・ガス・食料品等価格
高騰緊急支援給付金

障害者自立支援給付審査支
払等システム改修業務委託
国庫負担金等超過交付返還
金

会計年度任用職員（事務補
助）報酬

入院・外来自己負担金

国民健康保険特別会計繰出
金

12

18

12

22

 1

19

27

02
0201

0202

02
0207

0208

01
0103

01
0102

01
0102

01
0101

戸籍住民基本台帳等事業

（財源振替）

社会福祉事業

（財源振替）
障害者対策事業

高齢者対策事業

医療福祉事業

国民健康保険事業

戸籍事務に要する経費

住民基本台帳事務に要する経
費

電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金（住民税非
課税世帯等）に要する経費

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰に伴う低所得世帯支
援給付金に要する経費

障害者自立支援に要する経費

長寿社会づくりに要する経費

医療福祉に要する経費（市単
独）

国民健康保険特別会計繰出に
要する経費

     92,747

     92,747

    853,072

  1,245,514

     65,724

    328,503

    334,676

        660

        660

   △16,740

      7,850

    △1,200

    △2,000

   △12,613

     93,407

     93,407

    836,332

  1,253,364

     64,524

    326,503

    322,063

      2,288

      2,288

     65,000

        247

    △9,213

    △1,628

    △1,628

   △81,740

      7,603

    △1,200

    △2,000

    △3,400

        660

   △16,740

        550
      7,300

    △1,200

    △2,000

   △12,613

         660

    △16,740

         550

       7,300

     △1,200

     △2,000

    △12,613

         660

         660

    △16,740

    △16,740

       7,850
       7,850

     △1,200
     △1,200

     △2,000

     △2,000

    △12,613

    △12,613

（款）

（款）

 2 総務費

 3 民生費

（項）

（項）

 3 戸籍住民基本台帳費

 1 社会福祉費

 1

 1

 2

 3

 6

 7

戸籍住民
基本台帳
費

　計

社会福祉
総 務 費

障 害 者
福 祉 費

老人福祉
費

医療福祉
費

国民健康
保 険 費

12

18

12
22

 1

19

27

委託料

負担金
、補助
及 び
交付金

委託料
償還金
、利子
及 び
割引料

報 酬

扶助費

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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後期高齢者健診事業委託
人間ドック等補助金

後期高齢者医療特別会計繰
出金

会計年度任用職員（家庭児
童相談員等）報酬
会計年度任用職員期末手当
会計年度任用職員厚生年金
保険料

児童扶養手当

児童手当

会計年度任用職員（保育士
等）報酬
給食費

会計年度任用職員（保育士
等）報酬
光熱水費
保育室空調機更新工事

会計年度任用職員（保育士
等）報酬

12
18

27

 1

 3
 4

19

19

 1

10

 1

10
14

 1

01
0101

0102

01
0101

01
0101

0102

02
0202

0203

0204

後期高齢者医療事業

子ども・子育て支援事業

児童措置事業

保育所維持管理事業

後期高齢者保健に要する経費

後期高齢者医療保険特別会計
繰出に要する経費

家庭児童相談に要する経費

児童扶養手当支給に要する経
費

児童手当支給に要する経費

第一保育所管理運営に要する
経費

やまゆり保育所管理運営に要
する経費

わかぐり保育所管理運営に要
する経費

    603,566

  4,026,047

     35,535

    736,251

    344,349

        445

   △24,258

    △2,645

   △49,316

   △12,536

    604,011

  4,001,789

     32,890

    686,935

    331,813

      △591

     55,443

   △36,260

    △1,800

      1,036

   △79,701

    △2,645

   △13,056

   △10,736

      1,073
        160

      △788

    △1,727
      △537

      △381

   △49,316

    △5,303
    △6,011
    △1,222

       1,073
         160

       △788

     △1,727
       △537

       △381

    △10,516

    △38,800

     △1,400
     △1,000

     △1,003
     △2,011
     △1,222

     △2,900

         445
       1,233

       △788

     △2,645
     △2,645

    △49,316

    △10,516

    △38,800

    △12,536

     △2,400

     △4,236

     △5,900

（款）

（款）

 3 民生費

 3 民生費

（項）

（項）

 1 社会福祉費

 2 児童福祉費

 8

 1

 2

 3

後期高齢
者医療費

　計

児童福祉
総 務 費

児童措置
費

保育所費

12
18

27

 1
 3

 4

19

 1
10
14

委託料
負担金
、補助
及 び
交付金
繰出金

報 酬
職 員
手当等
共済費

扶助費

報 酬
需用費
工 事
請負費

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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光熱水費
給食費

民間保育所入所委託
広域入所（民間）委託
国庫補助金等返還金

国庫負担金等超過交付返還
金

ワクチン接種謝礼
通信運搬費
集団接種会場使用料

予防接種委託
予防接種費

予防接種委託

胃がん検診委託
肝炎ウイルス検診委託
子宮がん検診委託
成人健診委託
乳がん検診委託
肺がん・結核検診委託

10
10

12
12
22

22

 7
11
13

12
19

12

12
12
12
12
12
12

01
0101

02
0201

02
0205

01
0102

0103

01
0102

01
0101

児童福祉施設維持管理事業

生活保護等事業

地域保健推進事業

感染症等対策事業

健康づくり推進事業

母子保健推進事業

民間保育所に要する経費

生活保護等総務事務に要する
経費

新型コロナウイルスワクチン
接種に要する経費

法定予防接種に要する経費

任意予防接種に要する経費

各種検診に要する経費

母子保健に要する経費

  1,017,512

  2,379,860

     92,030

    691,328

    408,165

    105,554

     45,941

     81,192

     28,179

   △36,318

     20,902

     20,902

    △3,129

   △10,754

    △4,259

    △4,900

  1,045,691

  2,343,542

    112,932

    712,230

    405,036

     94,800

     41,682

     76,292

     17,692

   △18,568

    △3,129

    △1,800

     10,487

   △15,950

     20,902

     20,902

   △10,754

    △4,259

    △4,900

     23,590
      4,589

     20,902

      △847
    △1,300
      △982

   △10,086
      △668

    △4,259

    △1,400

     △1,000
     △2,000

      20,013
       3,577
       4,589

      20,902

       △847
     △1,300
       △982

     △7,000
       △668

     △3,086

     △1,450
        △79
       △590
       △280
     △1,600
       △260

      28,179
      28,179

      20,902

      20,902

     △3,129

     △3,129

    △10,754
     △7,668

     △3,086

     △4,259
     △4,259

     △4,900
     △1,400

(          )

（款）

（款）

（款）

 3 民生費

 3 民生費

 4 衛生費

（項）

（項）

（項）

 2 児童福祉費

 3 生活保護費

 1 保健衛生費

 3

 4

 1

 1

 2

 3

 4

保育所費

児童福祉
施 設 費

　計

生活保護
総 務 費

　計

保健衛生
総 務 費

予 防 費

保健事業
費

母子保健
事 業 費

12
22

22

 7
11
13

12
19

12

12

委託料
償還金
、利子
及 び
割引料

償還金
、利子
及 び
割引料

報償費
役務費
使用料
及 び
賃借料

委託料
扶助費

委託料

委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源
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妊婦・乳児健診委託

不妊治療費補助金

石岡地方斎場組合負担金

特定外来生物等処分業務委
託

浄化槽等設置事業費補助金

会計年度任用職員（環境保
全監視員）報酬
会計年度任用職員厚生年金
保険料

プラスチック製容器包装処
理業務委託
霞台厚生施設組合負担金

資源物回収事業補助金

経営発展支援事業補助金

家畜防疫予防事業推進補助
金

鳥獣駆除謝礼
有害鳥獣捕獲処理謝礼

12

18

18

12

18

 1

 4

12

18

18

18

18

 7
 7

0102

02
0201

01
0102

02
0201

03
0301

0302

0303

01
0101

0103

02
0201

保健衛生広域事業

環境保全事業

水質保全対策事業

廃棄物対策事業

農業振興事業

有害鳥獣対策事業

不妊治療費助成に要する経費

火葬場運営に要する経費

環境保全推進に要する経費

浄化槽設置整備に要する経費

不法投棄対策に要する経費

一般廃棄物処理に要する経費

リサイクル推進に要する経費

農業振興に要する経費

畜産振興に要する経費

有害鳥獣対策に要する経費

    279,356

    415,757

  1,403,199

     56,256

    △1,975

   △82,424

  △107,441

   △11,058

    277,381

    333,333

  1,295,758

     45,198

    △3,129

    △9,276

   △12,000

   △12,000

    △1,975

   △70,424

   △92,312

    △1,782

    △3,500

    △1,975

    △1,200
      △500
    △3,100
   △77,624

    △1,370
      △304
    △9,384

     △1,400

     △3,500

     △1,975

     △1,000

    △30,485

     △1,200

       △500

     △2,100
    △46,789

       △350

     △7,500

       △940

       △348
     △1,022

     △3,500

     △1,975
     △1,975

     △1,000
     △1,000

    △30,485
    △30,485

    △50,939
     △1,700

    △48,889

       △350

     △8,440
     △7,500

       △940

     △2,618
     △2,618

(
           )

（款）

（款）

 4 衛生費

 6 農林水産業費

（項）

（項）

 1 保健衛生費

 1 農業費

 4

 6

 7

 3

母子保健
事 業 費

保健衛生
対 策 費

環境保全
対 策 費

　計

農業振興
費

18

18

 1
 4
12
18

 7
12
18

負担金
、補助
及 び
交付金
負担金
、補助
及 び
交付金
報 酬
共済費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

報償費
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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有害鳥獣捕獲事業委託
鳥獣被害防止施設整備支援
事業補助金

経営所得安定対策等推進事
務費補助金

小規模土地改良事業補助金

農地維持・資源向上対策交
付金

排水路整備実施設計等業務
委託

地域力創造推進プロジェク
ト運営業務委託
地域活性化起業人企業負担
金
一般貨物自動車運送事業原
油価格高騰対策交付金

企業立地促進助成金

指定管理者委託（光熱水費
超過分）

12
18

18

18

18

12

12

18

18

18

12

01
0101

01
0101

0104

0105

01
0101

03
0301

01
0101

0103

農地利用促進事業

土地改良事業

商工振興事業

企業立地促進事業

観光施設等管理運営事業

米政策推進に要する経費

土地改良整備支援に要する経
費

農地維持・資源向上対策に要
する経費

県単土地改良に要する経費

商工振興に要する経費

企業立地促進に要する経費

雪入ふれあいの里公園等管理
運営に要する経費

交流センター管理運営に要す
る経費

     27,373

    226,134

    758,023

    287,060

     97,897

    △1,151

   △26,732

   △38,941

    △8,228

      2,062

     26,222

    199,402

    719,082

    278,832

     99,959

    △1,151

   △17,890

   △28,317

    △8,842

   △10,624

    △8,228

      2,062

    △1,151

    △1,271
   △25,461

    △1,000
    △7,228

      2,062

       △304

       △944

     △1,151

       △560

    △24,901

     △1,271

     △1,000

     △2,800

     △3,600

       △828

         729

     △1,151
     △1,151

    △26,732

       △560

    △24,901

     △1,271

     △7,400
     △7,400

       △828
       △828

       2,062

         729

         739

(
           )

（款）

（款）

 6 農林水産業費

 7 商工費

（項）

（項）

 1 農業費

 1 商工費

 3

 4

 5

 2

 4

農業振興
費

農地利用
対 策 費

土地改良
費

　計

商工振興
費

観光施設
費

18

12
18

12
18

12

負担金
、補助
及 び
交付金
委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計
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特 定 財 源
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指定管理者委託（光熱水費
超過分）

指定管理者委託（光熱水費
超過分）

橋梁長寿命化点検委託
道路改修工事

道路改良工事
道路舗装新設工事
道路排水整備工事
道路敷取得費
物件等補償

国庫補助金等返還金

12

12

12
14

14
14
14
16
21

22

0104

01
0102

01
0101

01
0101

0102

01
0101

01
0101

観光交流促進事業

（財源振替）

道路維持管理事業

市道整備事業

（財源振替）

河川維持管理事業

（財源振替）

都市計画推進事業

水族館管理運営に要する経費

観光サイクリングに要する経
費

道路維持管理に要する経費

市道整備に要する経費

（仮称）千代田ＰＡスマート
ＩＣ関連事業に要する経費

河川維持管理に要する経費

都市計画調整に要する経費

     49,175

    492,334

    166,431

    692,520

    858,951

     22,303

     22,303

    742,474

    878,593

          0

    △6,166

    △3,880

   △72,400

   △76,280

          0

          0

    638,441

    638,441

     49,175

    486,168

    162,551

    620,120

    782,671

     22,303

     22,303

  1,380,915

  1,517,034

    △2,851

   △37,882

   △40,733

      3,100

      3,100

        800

        800

      3,000

      3,000

    △3,000

    △9,166

    △1,029

   △37,618

   △38,647

      △800

      △800

    638,441

    638,441

    △1,280
    △2,600

   △40,000

   △12,400

   △20,000

    638,441

         739

         594

     △1,280
     △2,600

    △31,000
     △2,000
     △7,000
    △12,400
    △20,000

     638,441

         594

     △3,880
     △3,880

    △72,400
    △72,400

     638,441
     638,441

(
           )

（款）

（款）

（款）

（款）

 7 商工費

 8 土木費

 8 土木費

 8 土木費

（項）

（項）

（項）

（項）

 1 商工費

 2 道路橋梁費

 3 河川費

 4 都市計画費

 4

 5

 1

 2

 1

 2

観光施設
費

観光交流
費

　計

道路橋梁
維 持 費

道路橋梁
新設改良
費

　計

河川改良
費

　計

都市計画
推 進 費

　計

12
14

14

16

21

22

委託料
工 事
請負費

工 事
請負費
公有財
産購入
費
補償、
補 填
及 び
賠償金

償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源
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土地借上料
消防用備品

団員報酬
消防団員退職報償金
茨城県消防協会理事研修負
担金
消防団員公務災害補償負担
金
消防団員福祉共済掛金

消防団用ポンプ自動車

防火水槽設計委託
消火栓新設工事
防火水槽新設工事

発令判断支援システム改修
業務委託

教育委員会バス運行委託
バス借上料

会計年度任用職員（学校支
援員）報酬
会計年度任用職員期末手当

13
17

 1
 7
18

18

18

17

12
14
14

12

12
13

 1

 3

02
0201

01
0101

01
0101

0102

02
0201

02
0201

02
0203

01
0104

常備消防事業

消防団運営事業

消防施設整備事業

防災・災害対策事業

教育委員会事務局運営事業

教育支援事業

教育振興対策事業

常備消防に要する経費

消防団運営に要する経費

消防車両整備に要する経費

消防水利整備に要する経費

災害対策に要する経費

教育委員会事務局運営に要す
る経費

学校支援員設置に要する経費

学校統合推進に要する経費

    702,955

     72,369

     72,854

     83,999

    932,177

    107,963

     78,025

     85,404

      △823

    △5,750

    △2,043

    △2,487

   △11,103

    △3,300

    △1,200

      △300

    702,132

     66,619

     70,811

     81,512

    921,074

    104,663

     76,825

     85,104

    △1,700

    △2,600

    △4,300

    △3,816

    △3,816

      △823

    △1,934

      △343

        113

    △2,987

    △3,300

    △1,200

      △300

      △635

      △188

    △1,569
    △3,816
      △365

      △116
    △1,593

      △334

    △2,487

      △300
    △3,000

    △1,000
      △200

      △300

       △635
       △188

     △1,569
     △3,816

       △100

       △136
       △129

       △334

       △116
       △422
     △1,171

     △2,487

       △300
     △3,000

     △1,000
       △200

       △823
       △823

     △5,750
     △5,750

     △2,043
       △334

     △1,709

     △2,487
     △2,487

     △3,300

     △3,300

     △1,200
     △1,200

       △300
       △300

（款）

（款）

 9 消防費

10 教育費

（項）

（項）

 1 消防費

 1 教育総務費

 1

 2

 3

 4

 2

 3

 4

常備消防
費

非 常 備
消 防 費

消防施設
費

災害対策
費

　計

事務局費

一般管理
費

教育振興
対 策 費

13

17

 1
 7
18

12
14

17

12

12
13

 1
 3

 1

使用料
及 び
賃借料
備 品
購入費
報 酬
報償費
負担金
、補助
及 び
交付金

委託料
工 事
請負費
備 品
購入費

委託料

委託料
使用料
及 び
賃借料

報 酬
職 員
手当等

報 酬

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計
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特 定 財 源
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会計年度任用職員（ＴＴ非
常勤講師）報酬

電話料
小学校スクールバス運行委
託
スクールバス乗降管理シス
テム導入業務委託
スクールバス乗降管理シス
テム使用料

ＧＩＧＡスクール対応タブ
レットＰＣ
大型提示装置

光熱水費
電話料
手数料
空調機点検業務委託

通学用自転車購入費等助成
金

会計年度任用職員（部活動
指導員）報酬
中学校部活動補助金

 1

11
12

12

13

17

17

10
11
11
12

18

 1

18

02
0201

0204

03
0301

01
0102

0104

02

小学校管理運営事業

小学校施設維持管理事業

生徒支援事業

中学校管理運営事業

小学校管理運営に要する経費

小学校コンピューター管理に
要する経費

小学校施設維持管理に要する
経費

中学校生徒安全推進に要する
経費

中学校部活動支援に要する経
費

    274,173

    635,861

    635,861

  1,438,825

    △4,800

   △32,160

   △32,160

   △94,450

    269,373

    603,701

    603,701

  1,344,375

      1,000

      1,000

        500

    △4,800

   △33,160

   △33,160

   △94,950

    △5,000
    △1,690
   △22,330
      △450

    △2,690

      △500
      △590
    △3,160
   △81,260

    △2,240

    △6,700

       △300

     △1,000

    △16,742

     △4,378

       △450

     △2,079
       △611

     △5,000
       △270
       △420
     △1,210

     △2,590

       △500
     △4,110

    △25,260
    △22,570

     △2,690

     △6,900

     △6,900

     △7,200

     △2,590

     △4,610

     △2,060

(
           )

（款）

（款）

（款）

10 教育費

10 教育費

10 教育費

（項）

（項）

（項）

 1 教育総務費

 2 小学校費

 3 中学校費

 4

 1

 1

教育振興
対 策 費
　計

小 学 校
管 理 費

　計

中 学 校
管 理 費

10
11
12
13

17

 1
11
12
14

17

18

需用費
役務費
委託料
使用料
及 び
賃借料
備 品
購入費

報 酬
役務費
委託料
工 事
請負費
備 品
購入費
負担金
、補助
及 び
交付金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計
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スクールバス乗降管理シス
テム導入業務委託

ＧＩＧＡスクール対応タブ
レットＰＣ
大型提示装置

空調機点検業務委託

中学校屋内運動場空調設備
工事設計業務委託
霞ヶ浦中学校高圧引込ケー
ブル及びＰＡＳ更新工事

手数料
下稲吉中学校屋内運動場整
備工事
学校管理用備品

雪入ふれあいの里公園災害
復旧工事

地方債利子

12

17

17

12

12

14

11
14

17

14

22

0201

0204

03
0301

04
0401

0402

01
0101

01
0101

中学校施設維持管理事業

中学校施設整備事業

観光施設災害復旧費

市債償還事業（利子）

中学校管理運営に要する経費

中学校コンピューター管理に
要する経費

中学校施設維持管理に要する
経費

中学校施設整備に要する経費

下稲吉中学校施設整備に要す
る経費

観光施設災害復旧に要する経
費

市債償還に要する経費
（利子）

  1,438,825

      9,218

      9,218

     95,763

  2,001,892

   △94,450

    △1,400

    △1,400

   △15,885

   △15,885

  1,344,375

      7,818

      7,818

     79,878

  1,986,007

        500    △94,950

    △1,400

    △1,400

   △15,885

   △15,885

    △1,400

   △15,885

       △510

     △1,188
       △362

       △970

     △1,680

     △1,260

       △590

    △80,000
       △690

     △1,400

    △15,885

       △510

     △1,550

       △970

       △970

    △84,220
     △2,940

    △81,280

     △1,400

     △1,400

    △15,885

    △15,885

(
           )

（款）

（款）

（款）

10 教育費

11 災害復旧費

12 公債費

（項）

（項）

（項）

 3 中学校費

 6 その他公共施設・公用施設災害復旧費

 1 公債費

 1

 2

 2

中 学 校
管 理 費

　計

観光施設
災害復旧
費

　計

利 子

　計

14

22

工 事
請負費

償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（　）内は再任用短時間勤務職員数を別掲、【　】内は会計年度任用職員を別掲、会計年度任用職員の手当は期末手当のみとなる。

補正後

補正後

給　与　費　明　細　書

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　　　分 職員数（人）

給　　　　　　与　　　　　　費

共　済　費 合　　　　　　　計
報　　酬 給　　料

期末手当 年間支給率
                    （月分）

その他
の手当

計

補　正　後

長　　　　　等 3 23,004 8,028 (3.35) 3,484 34,516

その他の特別職 856 58,162 58,162

6,477 40,993

議　　　　　員 16 52,620 15,766 (3.35) 68,386 16,538 84,924

397 58,559

計 875 110,782 23,004 23,794 3,484 161,064 23,412 184,476

補　正　前

長　　　　　等 3 23,004 8,028 (3.35) 3,484 34,516

その他の特別職 899 59,731 59,731

6,477 40,993

議　　　　　員 16 52,620 16,894 (3.35) 69,514 16,538 86,052

397 60,128

計 918 112,351 23,004 24,922 3,484 163,761 23,412 187,173

△ 1,569

議　　　　　員 △ 1,128

２　一　般　職

（１）総　括 （単位　千円）

△ 1,569 △ 1,569

計 △ 43 △ 1,569 △ 1,128

比   　　較

長　　　　　等

△ 1,128 △ 1,128

その他の特別職 △ 43

共　済　費 合　　　　　計
報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

△ 2,697 △ 2,697

補正後
362 (22) 1,415,894 993,865

区　分 職員数（人）
給　　　　　　　与　　　　　　　費

2,409,759 458,307 2,868,066

【 207】 【 279,762】 【 55,746】 【 335,508】 【 49,597】 【 385,105】

比    較

2,409,759 458,307 2,868,066

【 215】 【 298,189】 【 58,434】 【 356,623】 【 52,146】 【 408,769】
補正前

362 (22) 1,415,894 993,865

【△ 8】 【△ 18,427】 【△ 2,688】 【△ 21,115】 【△ 2,549】 【△ 23,664】

（単位　千円）

職員
手当
等の
内訳

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当

51,929 4,007

区　分 宿日直手当 休日勤務手当 夜間勤務手当 退職手当
管理職員特別

勤務手当
地域手当 単身赴任手当

比 　較

管理職手当

45,678 309,447 258,438 19,849 26,364 51,929 4,007 51,864

51,864

比 　較

補正前 45,678 309,447 258,438 19,849 26,364

360

補正前 2,148 25,476 6,052 187,545 3,354 1,354 360

2,148 25,476 6,052 187,545 3,354 1,354
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 議案第１９号 

 

   令和５年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和５年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２，３２３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４，３５５，７５０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  

歳入歳出予算補正」による。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     778,402

     778,402

     466,399

     334,676

           1

           1

   4,343,427

     △7,600

     △7,600

    △12,613

    △12,613

      32,536

      32,536

      12,323

     770,802

     770,802

     453,786

     322,063

      32,537

      32,537

   4,355,750歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 6

 7

国 民 健 康 保 険 税

繰 入 金

繰 越 金

 1

 1

 1

国 民 健 康 保 険 税

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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         300

         300

       5,105

       5,103

   4,343,427

       9,806

       9,806

       2,517

       2,517

      12,323

      10,106

      10,106

       7,622

       7,620

   4,355,750歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 7

 8

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

 1

 1

基 金 積 立 金

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         778,402

              30

               1

       3,085,385

             300

         466,399

               1

          12,909

       4,343,427

         △7,600

               0

               0

               0

               0

        △12,613

          32,536

               0

          12,323

         770,802

              30

               1

       3,085,385

             300

         453,786

          32,537

          12,909

       4,355,750歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

国 民 健 康 保 険 税

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      49,204

   3,027,986

   1,183,360

           1

           1

      62,470

         300

       5,105

      15,000

   4,343,427

           0

           0

           0

           0

           0

           0

       9,806

       2,517

           0

      12,323

      49,204

   3,027,986

   1,183,360

           1

           1

      62,470

      10,106

       7,622

      15,000

   4,355,750歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

総 務 費

保 険 給 付 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

       9,806

       2,517

      12,323

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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医療給付費分現年課税分

保険基盤安定繰入金（支援分）

保険基盤安定繰入金（軽減分）

未就学児均等割保険税繰入金

国保財政安定化支援事業分

産前産後保険税繰入金

前年度繰越金

      778,365

      778,402

      334,676

      334,676

            1

            1

      △7,600

      △7,600

     △12,613

     △12,613

       32,536

       32,536

      770,765

      770,802

      322,063

      322,063

       32,537

       32,537

     △7,600

    △12,613

      32,536

     △3,856

     △7,970

       △528

       △323

          64

（款）

（款）

（款）

 1 国民健康保険税

 6 繰入金

 7 繰越金

（項）

（項）

（項）

 1 国民健康保険税

 1 一般会計繰入金

 1 繰越金

 1

 1

 1

一般被 保険者国民

健 康 保 険 税

　　　　計

一 般 会 計 繰 入 金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 1

現 年 課 税 分

一般会計繰入金

その他の繰越金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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国保支払準備基金積立金

国庫負担金等返還金

24

22

01

0101

01
0101

支払準備基金積立金に要する経
費

その他償還に要する経費

支払準備基金積立金に要する
経費

その他償還に要する経費

        300

        300

          1

      5,103

      9,806

      9,806

      2,517

      2,517

     10,106

     10,106

      2,518

      7,620

      9,806

      9,806

      2,517

      2,517

      9,806

      2,517

       9,806

       2,517

       9,806

       9,806

       2,517
       2,517

（款）

（款）

 7 基金積立金

 8 諸支出金

（項）

（項）

 1 基金積立金

 1 償還金及び還付加算金

 1

 5

支払準備
基金積立
金

　計

そ の 他
償 還 金

　計

３  歳  出

24

22

積立金

償還金
、利子
及 び
割引料

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第２０号 

 

   令和５年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

 令和５年度かすみがうら市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５，４６１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１，０３６，４６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     442,761

     442,761

     557,236

     557,236

           1

           1

   1,001,000

      25,000

      25,000

       △788

       △788

      11,249

      11,249

      35,461

     467,761

     467,761

     556,448

     556,448

      11,250

      11,250

   1,036,461歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 3

 4

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

繰 入 金

繰 越 金

 1

 1

 1

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

一 般 会 計 繰 入 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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     994,640

     994,640

       1,001

           1

   1,001,000

      24,212

      24,212

      11,249

      11,249

      35,461

   1,018,852

   1,018,852

      12,250

      11,250

   1,036,461歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 2

 3

後 期 高 齢 者 医 療 広 域連 合 納 付 金

諸 支 出 金

 1

 2

後 期 高 齢者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

繰 出 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         442,761

               1

         557,236

               1

           1,001

       1,001,000

          25,000

               0

           △788

          11,249

               0

          35,461

         467,761

               1

         556,448

          11,250

           1,001

       1,036,461歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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       4,359

     994,640

       1,001

       1,000

   1,001,000

           0

      24,212

      11,249

           0

      35,461

       4,359

   1,018,852

      12,250

       1,000

   1,036,461歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

総 務 費

後期高齢者医療広域連合納付金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

      24,212

      11,249

      35,461

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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現年度分

保険基盤安定繰入金

繰越金

      142,669

      442,761

      113,621

      557,236

            1

            1

       25,000

       25,000

        △788

        △788

       11,249

       11,249

      167,669

      467,761

      112,833

      556,448

       11,250

       11,250

      25,000

       △788

      11,249

（款）

（款）

（款）

 1 後期高齢者医療保険料

 3 繰入金

 4 繰越金

（項）

（項）

（項）

 1 後期高齢者医療保険料

 1 一般会計繰入金

 1 繰越金

 2

 3

 1

普 通 徴 収 保 険 料

　　　　計

保険基盤安定繰入金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

 1

現年度分普通徴収

保 険 料

保険基盤安定繰入

金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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被保険者保険料等
保険基盤安定納付金

一般会計繰出金

18
18

27

01

0101

01
0101

後期高齢者医療広域連合納付に
要する経費

一般会計繰出に要する経費

後期高齢者医療広域連合納付
に要する経費

一般会計繰出に要する経費

    994,640

    994,640

          1

          1

     24,212

     24,212

     11,249

     11,249

  1,018,852

  1,018,852

     11,250

     11,250

     24,212

     24,212

     11,249

     11,249

     24,212

     11,249

      25,000
       △788

      11,249

      24,212

      24,212

      11,249
      11,249

（款）

（款）

 2 後期高齢者医療広域連合納付金

 3 諸支出金

（項）

（項）

 1 後期高齢者医療広域連合納付金

 2 繰出金

 1

 1

後期高齢
者医療広
域 連 合
納 付 金

　計

一般会計
繰 出 金

　計

３  歳  出

18

27

負担金
、補助
及 び
交付金

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第２１号 

 

   令和５年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和５年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７２，０９７千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３，８０９，８６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

予算補正」による。 

 

 

 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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     799,377

     186,534

       8,664

       8,664

   3,737,764

         550

         550

      71,547

      71,547

      72,097

     799,927

     187,084

      80,211

      80,211

   3,809,861歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 3

 8

国 庫 支 出 金

繰 越 金

 2

 1

国 庫 補 助 金

繰 越 金

歳    入 （単位　千円）
第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算 補 正

款 項 補正前の額 補正額 計
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      86,684

      61,877

         251

         251

       8,666

           1

   3,737,764

       1,100

       1,100

      34,355

      34,355

      36,642

      36,642

      72,097

      87,784

      62,977

      34,606

      34,606

      45,308

      36,643

   3,809,861歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計

 1

 6

 7

総 務 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

 1

 1

 3

総 務 管 理 費

基 金 積 立 金

繰 出 金

歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 計
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         782,527

              10

         799,377

         950,205

         535,980

             251

         643,016

           8,664

           9,698

           8,036

       3,737,764

               0

               0

             550

               0

               0

               0

               0

          71,547

               0

               0

          72,097

         782,527

              10

         799,927

         950,205

         535,980

             251

         643,016

          80,211

           9,698

           8,036

       3,809,861歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

保 険 料

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

支 払 基 金 交 付 金

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

介 護 サ ー ビ ス 収 入

歳    入 （単位　千円）

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

款 補正前の額 補正額 計
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      86,684

   3,497,246

           1

     120,770

      14,146

         251

       8,666

      10,000

   3,737,764

       1,100

           0

           0

           0

           0

      34,355

      36,642

           0

      72,097

      87,784

   3,497,246

           1

     120,770

      14,146

      34,606

      45,308

      10,000

   3,809,861歳 　　出 　　合 　　計

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

総 務 費

保 険 給 付 費

財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金

地 域 支 援 事 業 費

介 護 サ ー ビ ス 事 業 費

基 金 積 立 金

諸 支 出 金

予 備 費

歳    出 （単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

         550

         550

         550

      34,355

      36,642

      71,547

補正額の財源内訳

特　　　定　　　財　　　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一 般 財 源
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介護事業費補助金

前年度繰越金

            0

      186,534

        8,664

        8,664

          550

          550

       71,547

       71,547

          550

      187,084

       80,211

       80,211

         550

      71,547

（款）

（款）

 3 国庫支出金

 8 繰越金

（項）

（項）

 2 国庫補助金

 1 繰越金

 6

 1

介護保険事業費補助

金

　　　　計

繰 越 金

　　　　計

２  歳  入

 1

 1

介護保険事業費補

助 金

繰 越 金

（単位　千円）

目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　額
説　　　　　　　　　明
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介護保険システム改修委託

介護給付費準備基金積立金

一般会計繰出金

12

24

27

02
0201

01

0101

01
0101

一般管理に要する経費

介護給付費準備基金積立に要す
る経費

一般会計繰出に要する経費

一般管理に要する経費

介護給付費準備基金積立に要
する経費

一般会計繰出に要する経費

     61,877

     61,877

        251

        251

          1

          1

      1,100

      1,100

     34,355

     34,355

     36,642

     36,642

     62,977

     62,977

     34,606

     34,606

     36,643

     36,643

        550

        550

        550

        550

     34,355

     34,355

     36,642

     36,642

      1,100

     34,355

     36,642

       1,100

      34,355

      36,642

       1,100
       1,100

      34,355

      34,355

      36,642
      36,642

（款）

（款）

（款）

 1 総務費

 6 基金積立金

 7 諸支出金

（項）

（項）

（項）

 1 総務管理費

 1 基金積立金

 3 繰出金

 1

 1

 1

一般管理
費

　計

介護給付
費準備基
金積立金

　計

一般会計
繰 出 金

　計

３  歳  出

12

24

27

委託料

積立金

繰出金

（単位　千円）

目 一　　般
財　　源

節

区　分 金　　額
説　　　　　　　　　明補正前の額 補　正　額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特 定 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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 議案第２８号 

 

   財産の貸付けについて    

 

 財産を減額して貸し付けることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

 １ 減額貸付けする財産 

   （１） 所在  かすみがうら市加茂４２９５番１、４４６９番１ 

   （２） 地積  ２１,４２５平方メートル 

 

 ２ 減額貸付けの相手方 

   茨城県土浦市木田余西台１２番２号 

   株式会社ヴェジスタ 

   代表取締役 松本  武 

 

 ３ 貸付期間 

   令和６年４月１日から令和１６年３月３１日まで 

 

 ４ 貸付料 

   年額 １，２００，０００円 
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 議案第２９号 

 

   新市建設計画の変更について 

 

新市建設計画の一部を変更することについて、市町村の合併の特例に関する 

法律（昭和４０年法律第６号）附則第２条第２項の規定によりなおその効力を 

有することとされる同法第５条第７項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   
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表 紙 新市建設計画 

  変更計画 

                   平成２５年３月 

                  茨城県 かすみがうら市 

新市建設計画 

  変更計画 

                    令和６年３月 

                  茨城県 かすみがうら市 
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第３節 総人口の減少・少子高齢化への対応の必要性 

〈文章省略〉 

 

（参考）わが国の人口推移と推計 
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（65歳以上）

総人口のピーク
（平成20年）

生産年齢
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ピーク
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23.0%

13.1% 9.9%

37.7%

 
資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の将来推計人口」(平成 24 年１月推計)（中位推計）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 総人口の減少・少子高齢化への対応の必要性 

〈文章省略〉 

 

（参考）わが国の人口推移と推計 
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（0～14歳）

生産年齢人口

（15～64歳）

高齢人口

（65歳以上）
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人口の
ピーク

14.6%
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13.8%

23.0%

13.1% 9.9%

37.7%

 
資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所 

「日本の将来推計人口」(令和 5 年推計)（中位推計）」 
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第５節 厳しい財政状況に対応する必要性 

今日、わが国の財政は危機的状況にあるといわれています。国と地方を

合わせた長期債務残高は 700 兆円に到達するとともに、長年、わが国の地

方財政を支えてきた地方交付税の財源にも不足が生じています。 

 

（参考）国・地方の長期債務残高の推移 

208 222 242 261 285 310 342
390
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531 557 561 568 573
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662

70
79

91
106

125
139

150

163
174

181
188

193 198
201
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（兆円）

国 地方

 
資料：財務省 

 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、東日本大震災による特例措置を受け、平成 17 年度か

ら平成 26 年度までの 10 か年を 10 年延長し、平成 36 年度までの 20 か年

とします。 

 

 

第２章 人口と世帯など 

第１節 人口と世帯 

平成 12 年の国勢調査によると、新市（霞ヶ浦町と千代田町）の人口

は、 45,229 人で、世帯数は 14,011 世帯となっています。両町とも人

口は、昭和 40 年頃から徐々に増加を続けてきましたが、近年はほぼ横

ばいとなっています。 

また、一世帯当たりの人員は 3.2 人で、全国平均より 0.5 人多くなっ

ていますが、減少する傾向にあり、核家族化が進んでいます（図表３中、

平成 12 年の値）。 

第５節 厳しい財政状況に対応する必要性 

今日、わが国の財政は危機的状況にあるといわれています。国と地方を

合わせた長期債務残高は 1,200 兆円に到達するとともに、長年、わが国の

地方財政を支えてきた地方交付税の財源にも不足が生じています。 

 

（参考）国・地方の長期債務残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：財務省 

 

 

第３節 計画の期間 

本計画の期間は、東日本大震災による特例措置を受け、平成 17 年度か

ら令和 6 年度までの 20 か年を 5 年延長し、令和 11 年度までの 25 か年と

します。 

 

 

第２章 人口と世帯など 

第１節 人口と世帯 

平成 12 年の国勢調査によると、新市（霞ヶ浦町と千代田町）の人口

は、 45,229 人で、世帯数は 14,011 世帯となっています。両町とも人

口は、昭和 40 年頃から徐々に増加を続けてきましたが、近年は減少傾

向となっています。 

また、一世帯当たりの人員は 3.2 人で、全国平均より 0.5 人多くなっ

ていますが、減少する傾向にあり、核家族化が進んでいます（図表３中、

平成 12 年の値）。 
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【図表３】総人口・世帯数・一世帯当たり人口の推移 

 
資料：国勢調査 

第２節 年齢構成 

新市の年齢構成は、年少人口（０～14 歳人口）の割合が 14.8％、生

産年齢人口（15～64 歳）が 68.2％、高齢人口（65 歳以上）が 17.0％と、

全国平均とほぼ同じで、少子高齢化が進んでいます（図表４中、平成 12

年の値）。 

【図表４】年齢別人口の推移 

23.8%

23.1%

19.7%

16.6%

14.8%

14.0%

13.6%

13.2%

66.3%

66.0%

68.0%

68.7%

68.2%

66.3%

63.4%

63.8%

9.9%

10.9%

12.4%

14.6%

17.0%

19.7%

23.1%

23.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成22年

（全国）

年少人口 生産年齢人口 高齢人口

 
 

※100％調整は実施していない。 

資料：国勢調査 

【図表３】総人口・世帯数・一世帯当たり人口の推移 

 
資料：国勢調査 

第２節 年齢構成 

新市の年齢構成は、年少人口（０～14 歳人口）の割合が 14.8％、生

産年齢人口（15～64 歳）が 68.1％、高齢人口（65 歳以上）が 17.0％と、

全国平均とほぼ同じで、少子高齢化が進んでいます（図表４中、平成 12

年の値）。 

【図表４】年齢別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※100％調整は実施していない。 

                 ※年齢不詳者数を含まない。 

資料：国勢調査 
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【図表３】総人口・世帯数・一世帯当たり人口の推移
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第３節 就業人口 

〈文章省略〉 

【図表５】産業別就業割合の推移 
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※100％調整は実施していない。  

資料：国勢調査 

 

【図表６】産業別就業人口の推移 

（単位：人） 

 総数 第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 

昭和 55 年 20,362 7,294 6,022 7,018 

昭和 60 年 21,247 6,181 6,592 8,438 

平成 2年 22,510 4,834 7,878 9,667 

平成 7年 24,380 3,952 8,762 11,470 

平成 12 年 24,094 3,477 8,195 12,115 

平成 17 年 22,985 3,171 7,344 12,218 

平成 22 年 22,603 2,007 6,512 11,727 

資料：国勢調査 

※02 及び 03（省略） 

※04. 第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・

小売業、飲食店、金融・保険業、不動産業、サービス業（公務員を含

む。）のこと。 

 

第３節 就業人口 

〈文章省略〉 

【図表５】産業別就業割合の推移

 
 

※100％調整は実施していない。  

資料：国勢調査 

 

【図表６】  産業別就業人口の推移 

（単位：人） 

 総数 第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 

昭和 55 年 20,362 7,294 6,022 7,018 

昭和 60 年 21,247 6,181 6,592 8,438 

平成 2年 22,510 4,834 7,878 9,667 

平成 7年 24,380 3,952 8,762 11,470 

平成 12 年 24,094 3,477 8,195 12,115 

平成 17 年 23,250 3,153 7,466 12,404 

平成 22 年 22,603 2,007 6,512 11,727 

平成 27 年 21,264 2,245 6,631 12,027 

令和 2年 20,455 2,145 6,287 11,909 

資料：国勢調査 

 ※産業別の就業者数及び就業割合には分類不能の産業を含まない。 

※02 及び 03（省略） 

※04. 第３次産業：電気・ガス・熱供給・水道業、運輸・通信業、卸売・

小売業、飲食店、金融・保険業、不動産業、サービス業、公務（他に

分類されないもの）のこと。 
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【図表５】産業別就業割合の推移
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第３章 主要指標の見通し 

 

１ 人口 

新市の人口は、過去の増減傾向から単純に推計すると、平成 37 年

には 39,170 人になる見通しです。また、年齢区分ごとの人口では、

年少人口や生産年齢人口はやや減少傾向で推移する一方で高齢人口

が増加し、平成 37 年の高齢化率は約 32％に達する見通しです（図表

17、図表 18）。 

なお、平成 19 年 3 月に策定した「かすみがうら市総合計画・基本

構想」では、開発動向などの考慮や種々の人口増加を図るための検

討、施策等を推進することとして、まちづくりの目標とする将来人口

を 46,000 人（平成 28 年）に設定しています。 

 

２ 世帯数 

新市の世帯数は、平成 37 年に約 15,400 世帯になる見通しです。

また、一世帯当たりの人員については今後も減少傾向にあり、平成 37

年には 2.54 人になる見通しです（図表 18）。 

 

３ 就業人口 

新市の就業人口は、平成 37 年には約 21,000 人になる見通しです。

また、産業別就業人口の割合では、第 1 次産業は減少傾向、第 2 次

産業はほぼ横ばい、第 3 次産業は増加する見通しです（図表 18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 主要指標の見通し 

 

１ 人口 

新市の人口は、過去の増減傾向から単純に推計すると、令和 12 年

には 36,261 人になる見通しです。また、年齢区分ごとの人口では、

年少人口や生産年齢人口はやや減少傾向で推移する一方で高齢人口

が増加し、令和 12 年の高齢化率は 35％を超える見通しです（図表

17、図表 18）。 

なお、平成 19 年 3 月に策定した「かすみがうら市総合計画・基本

構想」では、開発動向などの考慮や種々の人口増加を図るための検

討、施策等を推進することとして、まちづくりの目標とする将来人口

を 46,000 人（平成 28 年）に設定しています。 

 

２ 世帯数 

新市の世帯数は、令和 12 年に 15,798 世帯になる見通しです。ま

た、一世帯当たりの人員については今後も減少傾向にあり、令和 12

年には 2.33 人になる見通しです（図表 18）。 

 

３ 就業人口 

新市の就業人口は、令和 12 年には 18,783 人になる見通しです。

また、産業別就業人口の割合では、第 1 次産業・第 2 次産業は減少

傾向、第 3次産業は横ばいの見通しです（図表 18）。 
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【図表 17】将来人口の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 22 年度までは実績値。100％調整は実施していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊平成 22 年までは実績値（国勢調査）。平成 27 年からは推計値。 

 

 

【図表 17】将来人口の見通し 

 
※令和 2年度までは実績値。100％調整は実施していない。 

 

 

＊令和２年までは実績値（国勢調査）。令和７年からは国立社会保障・人口

問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（2023 年推計）」による推計

値。 

6,705

(14.8%)
6,198

(14.0%)
5,889

(13.6%)

5,175

(12.3%)
4,379

(10.9%)

3,541

(9.3%)
2,943

(8.1%)

30,815

(68.1%)
29,445

(66.3%)
27,543

(63.4%)
25,277

(60.0%) 22,924

(57.2%)
21,766

(56.9%)
20,467

(56.4%)

7,689
(17.0%)

8,750

(19.7%)
10,023

(23.1%) 11,695

(27.7%) 12,784

(31.9%) 12,918

(33.8%) 12,851

(35.4%)

45,229 44,603 43,553 42,147
40,087

38,225
36,261

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

【図表１７】将来人口の見通し

年少人口 生産年齢人口 高齢人口

区 分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年 

総 人 口 45,229 44,603 43,553 42,147 40,087 38,225 36,261 

年

齢

別

人

口 

年少人口(0～14 歳) 6,705 6,198 5,889 5,175 4,379 3,541 2,943 

割 合 14.8% 14.0% 13.6% 12.3% 10.9% 9.3% 8.1% 

生産年齢人口(15～64 歳) 30,815 29,445 27,543 25,277 22,924 21,766 20,467 

割 合 68.1% 66.3% 63.4% 60.0% 57.2% 56.9% 56.4% 

高齢人口(65 歳以上) 7,689 8,750 10,023 11,695 12,784 12,918 12,851 

割 合 17.0% 19.7% 23.1% 27.7% 31.9% 33.8% 35.4% 

世帯数 14,011 14,302 14,730 15,142 15,271 15,651 15,798 

一世帯当たり人員 3.23 3.12 2.96 2.78 2.63 2.48 2.33 

就業者数 24,094 23,250 22,603 21,264 20,455 19,806 18,783 

産

業

別

 

第１次産業就業者数 3,477 3,153 2,007 2,245 2,145 1,882 1,615 

割 合 14.6% 13.7% 9.9% 10.7% 10.5% 9.5% 8.6% 

第２次産業就業者数 8,195 7,466 6,512 6,631 6,287 5,961 5,503 

割 合 34.5% 32.4% 32.2% 31.7% 30.9% 30.1% 29.3% 

第３次産業就業者数 12,115 12,404 11,727 12,027 11,909 12,002 11,758 

割 合 50.9% 53.9% 57.9% 57.5% 58.5% 60.6% 62.6% 

 

区 分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 

総 人 口 45,229 44,603 43,553 42,380 40,870 39,170 

年

齢

別

人

口 

年少人口(0～14 歳) 6,708 6,228 5,902 5,350 4,710 4,260 

割 合 14.8% 14.0% 13.6% 12.6% 11.5% 10.9% 

生産年齢人口(15～64 歳) 30,829 29,586 27,607 25,490 23,730 22,580 

割 合 68.2% 66.3% 63.4% 60.1% 58.1% 57.6% 

高齢人口(65 歳以上) 7,692 8,789 10,044 11,540 12,430 12,330 

割 合 17.0% 19.7% 23.1% 27.2% 30.4% 31.5% 

世帯数 14,011 14,302 14,730 15,094 15,297 15,406 

一世帯当たり人員 3.23 3.12 2.96 2.81 2.67 2.54 

就業人口 24,094 23,250 22,603 22,230 21,708 20,958 

産

業

別

 

第１次産業就業人口 3,477 3,171 2,007 1,783 1,434 1,141 

割 合 14.4% 13.6% 8.9% 8.0% 6.6% 5.4% 

第２次産業就業人口 8,195 7,344 6,512 6,273 5,817 5,332 

割 合 34.0% 31.6% 28.8% 28.2% 26.8% 25.4% 

第３次産業就業人口 12,115 12,218 11,727 12,564 12,883 13,061 

割 合 50.3% 52.6% 51.9% 56.5% 59.3% 62.3% 
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＊人口の将来見通しについては、平成２、７、12、17、22 年の５時点間の

コーホートセンサス変化率法で推計を行い、一世帯当り人員が平成２、

７、12、17、22 年の５時点間からの減少傾向を維持するものとして、世

帯数を推計した。 

＊就業人口は、平成 22 年の 15 歳以上人口に対する就業人口の割合を求め、

それが一定に推移すると仮定して推計した。各産業分野の就業人口は、

平成２、７、12、17、22 年の５時点間からの就業割合の増減傾向を維持

するものとして推計した。 

 

＊100％調整は実施していない。 

 

２ 地区拠点 

（１）行政拠点 

現在の霞ヶ浦町役場周辺と千代田町役場周辺を行政拠点と位置

づけます。 

 

（２）環境保全・交流拠点 

霞ヶ浦地域の歩崎公園周辺や茨城県霞ケ浦環境科学センター周

辺、富士見塚古墳公園周辺と、千代田地域の雪入ふれあいの里公

園周辺や佐谷・土田地区周辺、環境クリーンセンター周辺を新市

における環境保全・交流の拠点と位置づけます。 

 

● 「茨城県霞ケ浦環境科学センター」や「雪入ふれあいの里公園」、「環

境クリーンセンター」などを活用した環境学習を推進することにより、

住民の環境への関心を高め、住民と行政が一体となり積極的に環境保全

に取り組みます。 

 

● 新市と周辺都市、さらには高速道路や百里飛行場等の基幹的な交通ネ

ットワークへのアクセスの確保を図るため、国道や県道などの整備を促

進し、広域的な幹線道路ネットワークを形成します。 

 

 

● 公共交通機関については、ＪＲ常磐線や民間バス路線の利便性の向上

を図るとともに、各集落と主要な公共施設を結ぶ循環バスの拡充を検討

します。 

＊各年齢別人口は年齢不詳者数を含まない。 
＊一世帯当り人員は平成 12、17、22、27、令和２年の５時点間からの減少

傾向を維持するものとして、世帯数を推計した。 

 

 

＊令和７年、12 年の就業者数は、令和２年の 15 歳以上人口に対する就業

者数の割合をもとに、それが一定に推移すると仮定して推計した。各産

業分野の就業者数は、平成 12、17、22、27、令和２年の５時点間からの

就業割合の増減傾向を維持するものとして推計した。 

＊産業別の就業者数及び割合には、分類不能の産業を含まない。 

  

 

２ 地区拠点 

（１）行政拠点 

現在の霞ヶ浦庁舎周辺と千代田庁舎周辺を行政拠点と位置づけ

ます。 

 

（２）環境保全・交流拠点 

霞ヶ浦地域の歩崎公園周辺や茨城県霞ケ浦環境科学センター周

辺、富士見塚古墳公園周辺と、千代田地域の雪入ふれあいの里公

園周辺や佐谷・土田地区周辺を新市における環境保全・交流の拠

点と位置づけます。 

 

● 「茨城県霞ケ浦環境科学センター」や「雪入ふれあいの里公園」など

を活用した環境学習を推進することにより、住民の環境への関心を高

め、住民と行政が一体となり積極的に環境保全に取り組みます。 

 

 

● 新市と周辺都市、さらには高速道路や茨城空港等の基幹的な交通ネッ

トワークへのアクセスの確保を図るため、国道や県道などの整備を促進

し、広域的な幹線道路ネットワークを形成します。 

 

 

● 公共交通機関については、将来の公共交通の維持、利便性向上を図る

ため、自動運転技術の導入に向けた環境づくりを進めるとともに、ＪＲ

神立駅を拠点とする公共交通のネットワーク形成を図ります。 
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また、住民生活の利便性の向上や地域振興の期待が大きい百里飛行

場民間共用化を促進します。 

 

● 神立駅周辺については、関係機関との連携のもと、駅舎の整備や区画

整理事業、街路整備事業などによる市街地整備の推進など、商業機能や

交流機能を備えたにぎわいのある市街地の形成を図ります。 

 

● 地域防災計画に基づき、消防施設や防災活動拠点の充実、地域防災無

線の整備などの消防・防災体制の強化を図るとともに、避難路や避難所、

飲料水の確保など、災害に強いまちづくりを進めます。 

 

 

● 来訪者や住民が気軽に集い、交流する場として、ドラゴンボートレー

ス大会やフルーツ交流まつりなど、シンボル的な観光イベントの創出と

定着により、新市のイメージを広く発信し、交流人口の拡大を図ります。  

 

 

● 既存公共施設の機能の拡張やネットワーク化を図り、便利で効率的な

運営を推進します。また、住民ガイドブックなどの作成により、住民に親

しまれ利用しやすい環境づくりに努めます。 

 

 

 

施 策 名 主 要 事 業 

地域コミュニティの支援 自治振興事業 

国際交流推進事業 

男女共同参画の推進 男女共同参画推進事業 

講演会、啓発事業の開催 

広報・広聴活動の充実 広報･広聴推進事業 

テレフォンガイドシステム整備事業 

情報公開推進事業 

行政サービスの向上 庁舎等増改築事業 

霞ヶ浦庁舎建設事業 

合併市町村振興基金積立事業 

サイン計画整備事業 

 

 

 

● 神立駅周辺については、関係機関との連携のもと、商業機能や交流機

能を備えたにぎわいのある市街地の形成を図ります。 

 

 

● 国土強靭化地域計画に基づき、消防施設や防災活動拠点の充実、地域

防災無線の整備などの消防・防災体制の強化を図るとともに、避難路や

避難所、飲料水の確保など、災害に強いまちづくりを進めます。 

 

 

● 来訪者や住民が気軽に集い、交流する場として、シンボル的な観光イ

ベントの創出と定着により、新市のイメージを広く発信し、交流人口の

拡大を図ります。  

 

 

● 既存公共施設の機能の拡張やネットワーク化、また、人口が集中する

市街地における行政窓口の充実を図り、便利で効率的な運営を推進しま

す。また、住民ガイドブックなどの作成により、住民に親しまれ利用しや

すい環境づくりに努めます。 

 

 

施 策 名 主 要 事 業 

地域コミュニティの支援 自治振興事業 

国際交流推進事業 

男女共同参画の推進 男女共同参画推進事業 

講演会、啓発事業の開催 

広報・広聴活動の充実 広報･広聴推進事業 

テレフォンガイドシステム整備事業 

情報公開推進事業 

行政サービスの向上 庁舎整備事業 

庁舎等増改築事業 

霞ヶ浦庁舎建設事業 

合併市町村振興基金積立事業 
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地図情報統合事業 

市民ガイドブック作成事業 

新市要覧作成事業 

電子自治体推進事業 

新市ホームページ整備事業 

職員研修の充実 

 

 

第７編 公共的施設の適正配置と整備 

 

公共的施設については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配

慮し、地域の特殊性や地域間のバランス、さらには財政事情等を勘案し、

適正配置と整備を図っていきます。 

適正配置と整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、

現在の公共的施設の有効利用・相互利用等を総合的に勘案し、住民サービ

スの向上を図るよう配慮するものとします。 

現在の千代田町役場は、「千代田庁舎」として新市の事務所となるとと

もに、基幹的な機能を持たせます。また、現在の霞ヶ浦町役場については、

「霞ヶ浦庁舎」として移転整備を行います。両庁舎では、窓口サービス機

能を充実するとともに、電算システムの統合や一元化を行い、個々の施設

が有機的に機能するようネットワークを活用しながら行政の情報化を進

め、高度な行政機能の向上と整備を図ります。 

 

 

 

 

 

第８編 財政計画 

 

財政計画は、新市における 20 年間の財政運営の指針として、歳入・歳

出を各科目ごとに、過去の実績や現在の経済状況・財政制度を勘案しなが

ら推計し、普通会計(（※15）)ベースで作成したものです。 

作成にあたっては、健全な財政運営を基調に、合併に伴う変動要因や主

な節減経費等を反映させるとともに、合併特例債等の財政措置を勘案して

います。 

サイン計画整備事業 

地図情報統合事業 

市民ガイドブック作成事業 

新市要覧作成事業 

電子自治体推進事業 

新市ホームページ整備事業 

職員研修の充実 

 

第７編 公共的施設の適正配置と整備 

 

公共的施設については、住民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配

慮し、地域の特殊性や地域間のバランス、さらには財政事情等を勘案し、

適正配置と整備を図っていきます。 

適正配置と整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、

現在の公共的施設の有効利用・相互利用等を総合的に勘案し、住民サービ

スの向上を図るよう配慮するものとします。 

現在の千代田町役場は、「千代田庁舎」として新市の事務所となるとと

もに、基幹的な機能を持たせます。また、現在の霞ヶ浦町役場については、

「霞ヶ浦庁舎」として移転整備を行います。両庁舎では、窓口サービス機

能を充実するとともに、電算システムの統合や一元化を行い、個々の施設

が有機的に機能するようネットワークを活用しながら行政の情報化を進

め、高度な行政機能の向上と整備を図ります。 

 また、市内の人口構成を踏まえ、人口が集中するＪＲ神立駅周辺の市街

地において行政窓口機能の充実を図るため、（仮称）中央庁舎の立地を進

めていきます。 

 

 

第８編 財政計画 

 

財政計画は、新市における 25 年間の財政運営の指針として、歳入・歳

出を各科目ごとに、過去の実績や現在の経済状況・財政制度を勘案しなが

ら推計し、普通会計(（※15）)ベースで作成したものです。 

作成にあたっては、健全な財政運営を基調に、合併に伴う変動要因や主

な節減経費等を反映させるとともに、合併特例債等の財政措置を勘案して

います。 
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かすみがうら市新市建設計画 新旧対照表 

ページ 旧（変更前） 新（変更後） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、平成 23 年度までは決算額を、平成 24 年度以降は決算見込み額を

記載しています。 

 

（２）地方交付税 

現行の交付税制度を基本に、普通交付税算定の特例（合併算定替）等に

係る財政措置を見込んでいます。また、合併特例債等に係る地方債の元利

償還金に対する交付税措置を見込んでいます。さらに、平成 24 年度まで

は震災復興特別交付税を見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、令和 4 年度までは決算額を、令和 5 年度以降は決算見込み額を記

載しています。 

 

（２）地方交付税 

現行の交付税制度を基本に合併特例債等に係る地方債の元利償還金に

対する交付税措置を見込んでいます。 
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かすみがうら市新市建設計画 新旧対照表 

ページ 旧（変更前） 

 
63ページ  
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かすみがうら市新市建設計画 新旧対照表 

ページ 新（変更後） 

 
63ページ  
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かすみがうら市新市建設計画 新旧対照表 

ページ 旧（変更前） 

 
64ページ  
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かすみがうら市新市建設計画 新旧対照表 

ページ 新（変更後） 

 
64ページ  

 

歳出 単位：百万円

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和
17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

人件費 3,670 4,128 4,032 3,998 3,789 3,815 3,674 3,577 3,535 3,156 3,199 3,264 3,132 3,114 3,076 3,294 3,261 3,250 3,410 3,445 3,445 3,445 3,445 3,445 3,445

扶助費 1,353 1,370 1,582 1,590 1,851 2,537 2,671 2,622 2,649 2,898 3,007 3,065 3,137 3,163 3,270 3,276 4,300 3,942 3,251 3,349 3,449 3,553 3,659 3,769 3,882

公債費 1,387 1,437 1,473 1,486 1,583 1,745 1,817 1,832 1,767 1,811 1,885 2,076 1,923 1,879 1,970 2,045 2,018 1,958 1,986 1,913 1,992 1,925 1,988 1,906 1,917

物件費 1,488 1,540 1,454 1,414 1,604 1,639 1,793 1,734 1,800 1,976 2,095 2,127 2,054 2,038 2,136 2,485 2,570 2,868 2,969 2,626 2,613 2,600 2,587 2,574 2,561

維持補修費 176 154 129 152 143 153 147 139 167 147 137 167 165 188 170 186 175 186 182 181 183 182 182 182 182

補助費等 2,524 1,624 1,564 1,437 2,113 1,195 1,152 1,275 1,697 1,336 1,620 1,707 1,783 1,671 3,688 8,946 2,802 2,894 3,439 2,464 2,464 2,464 2,464 2,464 2,464

繰出金 1,392 1,507 1,599 1,658 1,727 1,850 2,098 2,127 2,064 2,272 2,266 2,170 2,130 2,290 1,458 1,387 1,439 1,445 1,473 1,499 1,525 1,551 1,579 1,607 1,635

積立金 50 21 623 376 297 584 910 1,115 1,351 948 681 322 171 554 541 61 275 135 197 103 153 153 153 153 153

投資・出資金・貸付金 31 80 46 32 33 32 34 62 72 43 17 23 13 11 12 13 11 12 10 10 10 10 10 10 10

普通建設事業費 2,330 2,381 2,149 2,249 2,094 2,181 1,755 2,141 2,296 1,593 3,811 1,724 1,825 1,627 2,167 2,152 3,599 3,191 2,292 1,876 1,350 1,750 1,400 1,400 1,400

(うち特例債事業) 518 996 1,167 958 796 519 719 948 1,699 699 1,905 1,554 937 679 1,341 206 132 157 0 384 450 1,050 0 0 0

災害復旧事業費 0 0 3 0 0 1 281 195 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 57 0 0 0 0 0 0

合　　　計 14,400 14,243 14,655 14,391 15,232 15,731 16,333 16,818 17,438 16,180 18,717 16,645 16,333 16,534 18,488 23,845 20,451 19,882 19,267 17,465 17,184 17,632 17,466 17,509 17,649

合計欄と各項目の合計は端数処理の関係上必ずしも合致しない。

区　　　分
決　　　算　　　額 決　　算　　見　　込　　み　　額
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裏表紙 平成 16 年 10 月  策  定 

平成 21 年 2 月  第 1 回変更 

平成 25 年 3 月  第 2 回変更 

 

平成 16 年 10 月  策  定 

平成 21 年 2 月  第 1 回変更 

平成 25 年 3 月  第 2 回変更 

令和 6 年 3 月  第 3 回変更 
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議案第３０号 

 

   市道路線の変更について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により、下記の

とおり市道路線を変更することについて、同条第３項の規定により議会の議決

を求める。 

 

   令和６年２月２９日提出 

 

かすみがうら市長  宮 嶋  謙   

 

路線名  道路区域（区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号  起点側（地番） 終点側（地番） 最小～最大(m) (m) 

その他 8-2237 

(旧) 中志筑 190番 1 中志筑 186番 1.20～1.80 89.00 

(新) 中志筑 178番 3 中志筑 190番 1 1.20～1.50 28.00 
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路線変更位置図（千代田地区）

市道8—2237号線

市役所(千代田庁舎)
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詳細位置図（変更路線図） 変更前路線 変更後路線

変更後終点

変更前終点

起点

市道8-2237号線

132



（参考資料） 

付議事件（条例）条文新旧対照表 

 

かすみがうら市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 新旧対照表(第2条関係)

改正前 改正後 

(会計年度任用職員の給与) (会計年度任用職員の給与) 

第3条 この条例において「給与」とは、フル

タイム会計年度任用職員にあっては、給

料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び期

末手当をいい、パートタイム会計年度任用

職員にあっては、報酬及び期末手当をい

う。 

第3条 この条例において「給与」とは、フル

タイム会計年度任用職員にあっては、給

料、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務

手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、期末

手当及び勤勉手当をいい、パートタイム会

計年度任用職員にあっては、報酬、期末手

当及び勤勉手当をいう。 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

(フルタイム会計年度任用職員の期末手

当) 

(フルタイム会計年度任用職員の期末手

当) 

第13条 (略) 第13条 (略) 

2 前項の規定にかかわらず、フルタイム会

計年度任用職員の期末手当の額は、期末手

当基礎額に、100分の120を乗じて得た額

に、6月1日及び12月1日以前6箇月以内の期

間におけるフルタイム会計年度任用職員

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

2 前項の規定にかかわらず、フルタイム会

計年度任用職員の期末手当の額は、期末手

当基礎額に、100分の122.5を乗じて得た額

に、6月1日及び12月1日以前6箇月以内の期

間におけるフルタイム会計年度任用職員

の在職期間の次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額

とする。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿ 

(フルタイム会計年度任用職員の勤勉手

当) 

＿＿＿＿_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

第13条の2 任期の定めが6箇月以上のフル

タイム会計年度任用職員については、給与

条例第21条の規定を準用する。 

_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

2 前条第3項及び第4項の規定は、フルタイ

ム会計年度任用職員の勤勉手当の支給に
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＿＿＿＿＿＿＿＿ ついて準用する。 

(パートタイム会計年度任用職員の期末手

当) 

(パートタイム会計年度任用職員の期末手

当) 

第23条 (略) 第23条 (略) 

2 前項の規定にかかわらず、任期が6箇月以

上のパートタイム会計年度任用職員の期

末手当の支給日は、規則で定めるものと

し、期末手当の額は、期末手当基礎額に、

100分の125を乗じて得た額に、6月1日及び

12月１日以前6箇月以内の期間におけるパ

ートタイム会計年度任用職員の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める割合を乗じて得た額とする。 

2 前項の規定にかかわらず、任期が6箇月以

上のパートタイム会計年度任用職員の期

末手当の支給日は、規則で定めるものと

し、期末手当の額は、期末手当基礎額に、

100分の122.5を乗じて得た額に、6月1日及

び12月１日以前6箇月以内の期間における

パートタイム会計年度任用職員の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

3及び4 (略) 3及び4 (略) 

 (パートタイム会計年度任用職員の勤勉手

当) 

 第23条の2 任期の定めが6箇月以上のパー

トタイム会計年度任用職員(1週間当たり

の勤務時間が著しく少ない者として市長

が規則で定める者を除く。以下この条にお

いて同じ。)については、給与条例第21条

の規定を準用する。この場合において、給

与条例第21条第2項第1号中「勤勉手当基礎

額に当該職員がそれぞれの基準日現在(退

職し、又は死亡した職員にあっては、退職

し、又は死亡した日現在。次項において同

じ。)において受けるべき扶養手当の月額

及びこれに対する地域手当の月額の合計

額を加算した額」とあるのは「勤勉手当基

礎額」と、同条第3項中「基準日現在におい

て職員が受けるべき給料の月額(育児短時

間勤務職員等にあっては、給料の月額を算

出率で除して得た額)及びこれに対する地

域手当の月額の合計額」とあるのは「基準
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日(退職し、又は死亡した職員にあっては、

退職し、又は死亡した日)以前6箇月以内の

パートタイム会計年度任用職員としての

在職期間における報酬(フルタイム会計年

度任用職員との均衡を考慮して市長が規

則で定める額を除く。)の1月当たりの平均

額」とする。 

_ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

2 前条第3項及び第4項の規定は、パートタ

イム会計年度任用職員の勤勉手当の支給

について準用する。 

 

かすみがうら市手数料条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

 区分 手数料の種類 単位 金額

(円) 

  区分 手数料の種類 単位 金額

(円) 

 

  (略)    (略)  

 戸籍法

に基づ

く証明

等に関

する手

数料 

戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は

磁気ディスクをも

って調製された戸

籍の記録事項証明

の交付 

1通 450   戸籍法

に基づ

く証明

等に関

する手

数料 

戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は

戸籍証明書の交付 

1通 450  

      戸籍電子証明書提

供用識別符号の発

行(情報通信技術

を活用した行政の

推進等に関する法

律(平成14年法律

第151号)第7条第1

項の規定により同

法第6条第1項に規

定する電子情報処

理組織を使用する

方法(総務省令で

1件 400  
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定めるものに限

る。以下同じ。)に

より戸籍電子証明

書提供用識別符号

の発行を行う場合

(当該発行に係る

戸籍電子証明書の

請求が同項の規定

により同項に規定

する電子情報処理

組織を使用する方

法により行われた

場合に限る。)にお

ける当該発行及び

戸籍電子証明書提

供用識別符号の発

行に係る戸籍電子

証明書の請求を行

う者が同時に当該

戸籍電子証明書が

証明する事項と同

一の事項を証明す

る戸籍の謄本若し

くは抄本又は戸籍

証明書の請求を行

う場合における当

該発行を除く。) 

 除籍の謄本若しく

は抄本の交付又は

磁気ディスクをも

って調製された戸

籍の記録事項証明

の交付 

1通 750   除籍の謄本若しく

は抄本の交付又は

除籍証明書の交付 

1通 750  

 戸籍に記載した事

項に関する証明の

1件 350   戸籍に記載した事

項に関する証明の

1件 350  
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交付 交付 

 除籍に記載した事

項に関する証明の

交付 

1件 450   除籍に記載した事

項に関する証明の

交付 

1件 450  

      除籍電子証明書提

供用識別符号の発

行(情報通信技術

を活用した行政の

推進等に関する法

律第7条第1項の規

定により同法第6

条第1項に規定す

る電子情報処理組

織を使用する方法

により除籍電子証

明書提供用識別符

号の発行を行う場

合(当該発行に係

る除籍電子証明書

の請求が同項の規

定により同項に規

定する電子情報処

理組織を使用する

方法により行われ

た場合に限る。)に

おける当該発行及

び除籍電子証明書

提供用識別符号の

発行に係る除籍電

子証明書の請求を

行う者が同時に当

該除籍電子証明書

が証明する事項と

同一の事項を証明

する除かれた戸籍

1件 700  
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の謄本若しくは抄

本又は除籍証明書

の請求を行う場合

における当該発行

を除く。) 

 届出・申請の受理

又は届出その他の

書類の記載事項の

証明 

1通  350   届出・申請の受理

又は届出その他の

書類の記載事項の

証明 

1通  350  

  (略)    (略)  

  (略)    (略)  
  

別表第2(第2条関係) 別表第2(第2条関係) 

 事務 名称 区分 手数料   事務 名称 区分 手数料  

 (1)  (略)   (1)  (略)  

 (2) 消防

法第

11条

第1項

前段

の規

定に

よる

設置

の許

可の

申請

に対

する

審査 

製造

所、

貯蔵

所又

は取

扱所

の設

置許

可申

請手

数料 

 (略)   (2) 消防

法第

11条

第1項

前段

の規

定に

よる

設置

の許

可の

申請

に対

する

審査 

製造

所、

貯蔵

所又

は取

扱所

の設

置許

可申

請手

数料 

 (略)  

 貯

蔵

所 

(略)  (略)  (略)   貯

蔵

所 

(略)  (略)  (略)  

 浮き

屋根

式特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所及

び浮

き蓋

付特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所 

危険物

の貯蔵

最大数

量が

1,000

キロリ

ットル

以上

5,000

キロリ

ットル

未満の

もの 

1,180,000

円 

  浮き

屋根

式特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所及

び浮

き蓋

付特

定屋

外タ

ンク

貯蔵

所 

危険物

の貯蔵

最大数

量が

1,000

キロリ

ットル

以上

5,000

キロリ

ットル

未満の

もの 

1,450,000

円 

 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が

5,000

キロリ

1,410,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が

5,000

キロリ

1,720,000

円 
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ットル

以上1

万キロ

リット

ル未満

のもの 

ットル

以上1

万キロ

リット

ル未満

のもの 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が1

万キロ

リット

ル以上

5万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

1,590,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が1

万キロ

リット

ル以上

5万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

1,920,000

円 

 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が5

万キロ

リット

ル以上

10万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

1,950,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が5

万キロ

リット

ル以上

10万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

2,360,000

円 

 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が10

万キロ

2,270,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が10

万キロ

2,740,000

円 
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リット

ル以上

20万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

リット

ル以上

20万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が20

万キロ

リット

ル以上

30万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

4,550,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が20

万キロ

リット

ル以上

30万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

5,640,000

円 

 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が30

万キロ

リット

ル以上

40万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

5,820,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が30

万キロ

リット

ル以上

40万キ

ロリッ

トル未

満のも

の 

7,240,000

円 

 

 危険物

の貯蔵

最大数

量が40

7,070,000

円 

  危険物

の貯蔵

最大数

量が40

8,790,000

円 
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万キロ

リット

ル以上

のもの 

万キロ

リット

ル以上

のもの 

 (略)  (略)  (略)   (略)  (略)  (略)  

  (略)    (略)  

 (3)～(7) (略)   (3)～(7) (略)  
  

    附 則 

 この条例は、令和6年4月1日から施行する。

ただし、別表第1の改正規定は、令和6年3月1

日から施行する。 

 

かすみがうら市コミュニティ施設の設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表(附則第 4項関係) 

【改正前】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

機関

名 

職名 報酬 旅費 

年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につき) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

執行 

機関 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

附属 

機関 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

災害弔慰金

等支給審査

委員会委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

働く女性の

家運営委員

会委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

障害者介護

認定審査会

委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 
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福祉館運営

協議会委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

介 護

認 定

審 査

会 委

員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

補助 

機関 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

 備考 (略) 

 

【改正後】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

機関

名 

職名 報酬 旅費 

年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につき) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

執行 

機関 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

附属 

機関 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

災害弔慰金

等支給審査

委員会委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

障害者介護

認定審査会

委員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

介 護

認 定

審 査

会 委

員 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

(略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 

補助 (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) (略) 
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機関 

 備考 (略) 

 

かすみがうら市議会の議決に付すべき公の施設の利用及び廃止に関する条例 新旧対照表 

(附則第 5項関係) 

改正前 改正後 

 (長期かつ独占的な利用についての議会の

議決) 

 (長期かつ独占的な利用についての議会の

議決) 

第 2 条 次の各号に掲げる公の施設につい

て、3 年以上の期間にわたり独占的な利用

をさせようとするときは、地方自治法(昭

和 22年法律第 67号。以下「法」という。)

第 96条第 1項第 11号の規定により議会の

議決を得なければならない。 

第 2 条 次の各号に掲げる公の施設につい

て、3 年以上の期間にわたり独占的な利用

をさせようとするときは、地方自治法(昭

和 22年法律第 67号。以下「法」という。)

第 96条第 1項第 11号の規定により議会の

議決を得なければならない。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 公民館(地区公民館を含む。) (3) 公民館 

(4)～(14) (略) (4)～(14) (略) 

(15) あじさい館 (15) コミュニティ施設 

(16)～(19) (略) (16)～(19) (略) 

 (特に重要な公の施設の長期かつ独占的な

利用及び廃止についての議会の特別議決) 

 (特に重要な公の施設の長期かつ独占的な

利用及び廃止についての議会の特別議決) 

第3条 次の各号に掲げる公の施設について

10 年以上の期間にわたり独占的な利用を

させようとするとき、又は当該施設を廃止

しようとするときは、法第 244条の 2 第 2

項の規定により議会において出席議員の 3

分の2以上の者の同意を得なければならな

い。 

第3条 次の各号に掲げる公の施設について

10 年以上の期間にわたり独占的な利用を

させようとするとき、又は当該施設を廃止

しようとするときは、法第 244条の 2第 2

項の規定により議会において出席議員の 3

分の2以上の者の同意を得なければならな

い。 

(1) 公民館(地区館を含む。) (1) 公民館 

(2)～(9) (略) (2)～(9) (略) 

(10) あじさい館 (10) コミュニティ施設 

(11) (略) (11) (略) 
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かすみがうら市公共施設の暴力団等排除に関する条例 新旧対照表(附則第 6項関係) 

改正前 改正後 

別表(第 2条関係) 

(1)～(3) (略) 

(4) かすみがうら市働く女性の家の設置

及び管理に関する条例(平成17年かすみ

がうら市条例第112号) 

(5) かすみがうら市福祉館設置及び管理

に関する条例(平成21年かすみがうら市

条例第23号) 

(6) かすみがうら市あじさい館設置及び

管理に関する条例(平成21年かすみがう

ら市条例第24号) 

(7)～(32) (略) 

(33) かすみがうら市千代田講堂設置及び

管理に関する条例(平成28年かすみがう

ら市条例第42号) 

(34) (略) 

 

別表(第 2条関係) 

(1)～(3) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)～(29) (略) 

 

 

 

(30) (略) 

(31) かすみがうら市コミュニティ施設の

設置及び管理に関する条例 

 

かすみがうら市公民館設置及び管理等に関する条例 新旧対照表(附則第 7項関係) 

改正前 改正後 

(設置等) (設置等) 

第 1条 (略) 第 1条 (略) 

2 かすみがうら市に、かすみがうら市霞ヶ

浦公民館及びかすみがうら市千代田公民

館を置く。 

2 かすみがうら市に、かすみがうら市霞ヶ

浦公民館、かすみがうら市千代田公民館及

びかすみがうら市下稲吉公民館を置く。 

3 前項に規定する公民館に地区公民館及び

分館を置くことができる。 

3 前項に規定する公民館に支館及び分館を

置くことができる。 

(開館時間)  

第 5条 公民館の開館時間は、午前 9時から

午後 10 時までとする。ただし、館長が必

要と認めたときは、教育長の承認を得てこ

れを変更することができる。 
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(休館日)  

第 6条 公民館の休館日は、次の各号に掲げ

るとおりとする。ただし、館長が必要と認

めたときは、教育長の承認を得てこれを変

更し、又は臨時に休館することができる。 

 

(1) 月曜日。ただし、国民の祝日に関する

法律(昭和 23 年法律第 178 号)に規定する

休日に当たるときは、その翌日 

 

(2) 12 月 27 日から翌年の 1 月 4 日までの

日 

 

2 前項ただし書の規定により、休館日の変

更、又は臨時の休館を決定したときは、当

該休館日の 5日前までに、その旨を適宜な

方法により公示しなければならない。 

 

(入館の制限等)  

第 7条 館長は、館内の秩序を乱し、又は乱

すおそれのある者の入館を禁止し、又はこ

れらの者に対し退館を命ずることができ

る。 

 

(使用の許可)  

第 8条 公民館を使用しようとする者は、こ

の条例に基づく規則に定める申請手続を

経て、公民館を使用するための許可(以下

「使用許可」という。)を受けなければな

らない。使用許可に係る事項を変更しよう

とするときも同様とする。 

 

(使用許可の取消し等)  

第 9 条 館長は、使用許可を受けた者(以下

「使用者」という。)が次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用許可を取り消

し、その条件を変更、又は使用の停止を命

ずることができる。 

 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に

違反するおそれがあるとき。 

 

(2) 公の秩序又は善良の風俗を害するおそ  

145



れがあるとき。 

(3) 公民館の施設又は附帯設備を破損、又

は滅失、若しくは汚損するおそれがあると

き。 

 

(4) 詐欺その他不正な行為により使用許可

を受けた事実が明らかになったとき。 

 

(5) 公益上必要があると認められるとき。  

(6) 前各号に掲げるもののほか、管理上支

障があると認められるとき。 

 

2 館長は、前項の場合において使用者に損

害が生じても、その責めを負わないものと

する。 

 

(禁止行為)  

第 10 条 公民館内において、次の各号に掲

げる行為をしてはならない。ただし、第 2

号及び第 3号に関し、館長の許可を得た場

合はこの限りでない。 

 

(1) 法第 23条の規定に違反すること。  

(2) 広告その他これに類するものを掲示す

ること。 

 

(3) 物品を販売し、寄附金を募集し、署名

を収集し、又はこれに類する行為をするこ

と。 

 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、公民館の

管理に支障を及ぼすおそれのある行為を

すること。 

 

2 使用者は、使用許可の権利を譲渡し、又

は転貸することはできない。 

 

(使用料)  

第 11 条 使用者は、かすみがうら市公の施

設の使用料等に関する条例(平成 28 年か

すみがうら市条例第 43 号)に定める使用

料を市長に納付しなければならない。 

 

(特別の設備)  

第 12 条 使用者が公民館に特別の設備をし  
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ようとするときは、教育長の承認を得なけ

ればならない。 

(原状回復義務)  

第 13 条 使用者は、公民館の使用が終了し

たとき、又は第 7条の規定により退館を命

ぜられたとき、若しくは第 9 条の規定によ

り使用許可を取り消され、又は使用の停止

を命ぜられたときは、当該施設等を速やか

に原状に回復しなければならない。ただ

し、教育長の承認を得たときは、この限り

でない。 

 

(指定管理者による管理)  

第 14条 公民館の管理は、地方自治法(昭和

22 年法律第 67 号)第 244 条の 2 第 3 項の

規定に基づき、法人その他の団体であっ

て、教育委員会が指定するもの(以下「指

定管理者」という。)に行わせることがで

きる。 

 

(指定管理者が行う業務)  

第 15 条 指定管理者が行う業務は、次の各

号に掲げるとおりとする。 

 

(1) 公民館の施設及び附帯設備の維持管理

に関する業務 

 

(2) 次条に定める利用料金の徴収に関する

業務 

 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、公民館の

運営に関する業務のうち教育委員会が指

定する業務 

 

(利用料金制)  

第 16条 市長は、第 16条の規定により公民

館の管理を指定管理者に行わせる場合は、

公民館の使用に係る使用料(以下「利用料

金」という。)を、指定管理者の収入として

収受させることができる。 

 

2 利用料金は、第 11 条の規定にかかわら  
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ず、同条に定める額を基準に、指定管理者

が定めることができる。 

3 指定管理者は、前項の規定により利用料

金の額を定めるとき又は変更するときは、

あらかじめ教育委員会の承認を得なけれ

ばならない。 

 

(指定管理者による管理にあたっての読み

替え) 

 

第 17 条 第 7 条、第 10 条、第 11 条及び第

20条の規定は、指定管理者による管理を行

う場合について準用する。この場合におい

て、第 7条中「館長」とあるのは「指定管

理者」と、第 10 条ただし書中「館長の許

可」とあるのは「指定管理者があらかじめ

館長の承認」と、第 11条(見出しを含む。)

中「使用料を市長に」とあるのは「利用料

金を指定管理者に」と、第 20条(見出しを

含む。)中「教育委員会」とあるのは「教育

委員会及び指定管理者」と読み替えるもの

とする。 

 

第 18条 (略) 第 5条 (略) 

(損害賠償)  

第 19 条 故意又は過失により、公民館の施

設又はその設備を損傷し、若しくは滅失し

た者は、それによって生じた損害を市に賠

償しなければならない。ただし、教育長が

特別の事情があると認めたときは、この限

りでない。 

 

(教育委員会の免責)  

第 20 条 教育委員会は、この条例又はこれ

に基づく規則に定める使用者の義務の不

履行や過失等による事故等については、そ

の責任を負わないものとする。 

 

第 21条 (略) 第 6条 (略) 

148



別表(第 2条関係) 

名称 位置 

 (略) 

かすみがうら市千

代田公民館 

かすみがうら市上

佐谷 991番地 5 

 

 

別表(第 2条関係) 

名称 位置 

 (略) 

かすみがうら市千

代田公民館 

かすみがうら市中

志筑 2112番地 

かすみがうら市下

稲吉公民館 

かすみがうら市稲

吉三丁目 15番 67号 
 

 

かすみがうら市立図書館条例 新旧対照表(附則第 8項関係) 

改正前 改正後 

 (名称及び位置) 

第 2条 (略) 

2 図書館に次の分館を置く。 

名称 位置 

かすみがうら市立

図書館千代田分館 

かすみがうら市上

佐谷 991番地 5 
 

 (名称及び位置) 

第 2条 (略) 

2 図書館に次の分館を置く。 

名称 位置 

かすみがうら市立

図書館千代田分館 

かすみがうら市中

志筑 2112番地 
 

 

かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例 新旧対照表(附則第 9項関係) 

改正前 改正後 

(適用施設) (適用施設) 

第 2 条 この条例の適用を受ける公の施設

は、次の各号に掲げる条例の適用を受ける

施設とする。ただし、第 14 号の適用にお

いては、社会体育の振興を図るため、教育

委員会規則で定めるところにより学校施

設及び設備を市民等の使用に供する場合

に限る。 

第 2 条 この条例の適用を受ける公の施設

は、次の各号に掲げる条例の適用を受ける

施設とする。ただし、第 10 号の適用にお

いては、社会体育の振興を図るため、教育

委員会規則で定めるところにより学校施

設及び設備を市民等の使用に供する場合

に限る。 

(1) かすみがうら市働く女性の家の設置及

び管理に関する条例(平成 17 年かすみが

うら市条例第 112 号) 

(1) かすみがうら市コミュニティ施設の設

置及び管理に関する条例(令和 6 年かすみ

がうら市条例第 号) 

(2) (略) (2) (略) 

(3) かすみがうら市あじさい館設置及び管

理に関する条例(平成 21 年かすみがうら

市条例第 24号) 
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(4) かすみがうら市福祉館設置及び管理に

関する条例(平成 21 年かすみがうら市条

例第 23号) 

 

(5)～(9) (略) (3)～(7) (略) 

(10) かすみがうら市公民館設置及び管理

等に関する条例(平成 21 年かすみがうら

市条例第 25号) 

 

(11) かすみがうら市千代田講堂設置及び

管理に関する条例(平成 28 年かすみがう

ら市条例第 42号) 

 

(12)～(14) (略) (8)～(10) (略) 

(使用料の金額等) (使用料の金額等) 

第 3条 (略) 第 3条 (略) 

 2 前項の規定により、使用料総額に 10円未

満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。 

(使用料の減免) (使用料の減免) 

第 4条 (略) 第 4条 (略) 

2及び 3 (略) 2及び 3 (略) 

4 前項までの規定により算出して得た 1 件

あたりの使用料の額に 10 円未満の端数が

生じたときは、この端数金額を切り捨てる

ものとする。 

4 前 3 項の規定により算定して得た 1 件あ

たりの使用料の額に 10 円未満の端数が生

じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。 

(市民活動の推進のための特例) (市民活動の推進のための特例) 

第 5 条 市長は、前条の規定にかかわらず、

次の各号のいずれかに該当するときは、同

条の規定に準じ規則で定めるところによ

り使用料を免除し、又は減額するものとす

る。 

第 5条 市長は、前条の規定にかかわらず、

次の各号のいずれかに該当するときは、同

条の規定に準じ規則で定めるところによ

り使用料を免除し、又は減額するものとす

る。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 社会教育法(昭和 24年法律第 207号)第

20条の目的に合致する活動を行う団体が、

その活動のために利用するとき(霞ヶ浦公

民館又は千代田公民館を利用する場合に

限る。)。 

(3) 社会教育法(昭和 24年法律第 207号)第

20条の目的に合致する活動を行う団体が、

その活動のために利用するとき。 
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(4)～(6) (略) (4)～(6) (略) 

別表(第 3条、第 4条、第 5条、第 6条関係) 

 貸切り使用料 

施設名

等 

区分 １時間あたり使用料 

市内 市外 

働く女

性の家 

料理実習室 200円 300円 

多目的室 940円 1,410円 

第 1研修室 80円 120円 

第 2研修室 80円 120円 

第 3研修室 80円 120円 

集会室 120円 180円 

軽運動室 260円 390円 

講習室 220円 330円 

相談室 60円 90円 

第 1会議室 80円 120円 

第 2会議室 80円 120円 

第 3会議室 80円 120円 

地域福

祉セン

ターや

まゆり

館 

 (略)  (略)  (略) 

あじさ

い館 

軽運動室 300円 450円 

コミュニテ

ィ広場ＡＢ 

800円 1,200円 

コミュニテ

ィ広場Ａ 

400円 600円 

コミュニテ

ィ広場Ｂ 

400円 600円 

福祉館 集会室 1,500 円 2,250円 

大塚ふ

れあい

センタ

ー 

 (略)  (略)  (略) 

 (略)  (略)  (略)  (略) 

別表(第 3条、第 4条、第 5条、第 6条関係) 

 貸切り使用料 

施設名

等 

区分 １時間あたり使用料 

市内 市外 

霞 ヶ 浦

コ ミ ュ

ニ テ ィ

セ ン タ

ー 

軽運動室 300円 450円 

コミュニテ

ィ広場ＡＢ 

800円 1,200円 

コミュニテ

ィ広場Ａ 

400円 600円 

コミュニテ

ィ広場Ｂ 

400円 600円 

集会室 1,500円 2,250円 

会議室 1号 480円 720円 

会議室 2号 600円 900円 

会議室 3号 160円 240円 

会議室 4号 160円 240円 

会議室 5号 160円 240円 

講座室 1号 300円 450円 

講座室 2号 300円 450円 

研修室 1号 360円 540円 

研修室 2号 380円 570円 

茶室 160円 240円 

視聴覚室 820円 1,230円 

調理実習室 460円 690円 

陶 芸

工 作

棟 

陶 芸

室 

260円 390円 

工 作

室 

220円 330円 

千 代 田

コ ミ ュ

ニ テ ィ

セ ン タ

ー 

大会議室 790円 1,180円 

小 会 議 室

(Ａ) 

350円 520円 

小 会 議 室

(Ｂ) 

410円 610円 
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あゆみ

庵 

 (略)  (略)  (略) 

霞ヶ浦

公民館 

会議室 1号 480円  

会議室 2号 600円  

会議室 3号 160円  

会議室 4号 160円  

会議室 5号 160円  

講座室 1号 300円  

講座室 2号 300円  

研修室 1号 360円  

研修室 2号 380円  

茶室 160円  

視聴覚室 820円  

調理実習室 460円  

陶 芸

工 作

棟 

陶 芸

室 

260円  

工 作

室 

220円  

千代田

公民館 

大会議室 

(ＡＢＣ) 

660円  

大 会 議 室

(ＡＢ) 

420円  

大 会 議 室

(Ｃ) 

240円  

小 会 議 室

(Ａ) 

120円  

小 会 議 室

(Ｂ) 

100円  

視聴覚室 280円  

和室 280円  

調理室 400円  

第 1 常陸野

公園陶芸施

設 

480円  

視聴覚室 430円 640円 

調理室 400円 600円 

屋内運動場 400円 600円 

コミュニテ

ィスペース

Ａ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｂ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｃ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｄ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｅ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｆ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｇ 

300円 450円 

コミュニテ

ィスペース

Ｈ 

300円 450円 

下 稲 吉

コ ミ ュ

ニ テ ィ

セ ン タ

ー 

料理実習室 200円 300円 

多目的室 940円 1,410円 

第 1研修室 80円 120円 

第 2研修室 80円 120円 

第 3研修室 80円 120円 

集会室 120円 180円 

軽運動室 260円 390円 

講習室 220円 330円 
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千代田

講堂 

講堂(ＡＢ) 3,320 円 4,980円 

講堂(Ａ) 2,000 円 3,000円 

講堂(Ｂ) 1,320 円 1,980円 

多目的

運動広

場 

 (略)  (略)  (略) 

 (略)  (略)  (略)  (略) 

 備考  

 (1)及び(2) (略) 

 (3) 霞ヶ浦公民館及び千代田公民館の使

用は、市内に限る。 

 (4)及び(5) (略) 

 

 

 

相談室 60円 90円 

第 1会議室 80円 120円 

第 2会議室 80円 120円 

第 3会議室 80円 120円 

下 大 津

コ ミ ュ

ニ テ ィ

ス テ ー

ション 

大ホール 420円 630円 

会議室ＡＢ

Ｃ 

180円 270円 

会議室ＡＢ 120円 180円 

会議室Ｃ 60円 90円 

調理室 120円 180円 

牛 渡 コ

ミ ュ ニ

テ ィ ス

テ ー シ

ョン 

大ホール 360円 540円 

会議室Ａ 140円 210円 

会議室Ｂ 140円 210円 

調理室 100円 150円 

安 飾 コ

ミ ュ ニ

テ ィ ス

テ ー シ

ョン 

大ホール 390円 580円 

会議室Ａ 140円 210円 

会議室Ｂ 130円 190円 

会議室Ｃ 100円 150円 

調理室 130円 190円 

志 士 庫

コ ミ ュ

ニ テ ィ

ス テ ー

ション 

会議室Ａ 910円 1,360円 

会議室Ｂ 630円 940円 

会議室Ｃ 430円 640円 

志 士 庫

第 2 コ

ミ ュ ニ

テ ィ ス

テ ー シ

ョン 

大ホール 420円 630円 

和室 160円 240円 

調理室 100円 150円 

地 域 福

祉 セ ン

タ ー や

ま ゆ り

 (略)  (略)  (略) 
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館 

大 塚 ふ

れ あ い

セ ン タ

ー 

 (略)  (略)  (略) 

 (略)  (略)  (略)  (略) 

あ ゆ み

庵 

 (略)  (略)  (略) 

多 目 的

運 動 広

場 

 (略)  (略)  (略) 

 (略)  (略)  (略)  (略) 

 備考  

 (1)及び(2) (略) 

 (3)及び(4) (略) 

 

生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条

例の整理に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市水道事業給水条例 新旧対照表(第 1条関係) 

改正前 改正後 

(給水装置の新設等の申込み) (給水装置の新設等の申込み) 

第 5条 給水装置の新設、改造、修繕（水道

法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」

という。）第 16条の 2第 3項の厚生労働省

令で定める給水装置の軽微な変更を除く。

次条及び第 39条において同じ。）又は撤去

しようとする者は、市長の定めるところに

より、あらかじめ市長に申し込み、その承

認を受けなければならない。 

第 5条 給水装置の新設、改造、修繕（水道

法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」

という。）第 16条の 2第 3項の国土交通省

令で定める給水装置の軽微な変更を除く。

次条及び第 39条において同じ。）又は撤去

しようとする者は、市長の定めるところに

より、あらかじめ市長に申し込み、その承

認を受けなければならない。 

(給水装置の基準違反に対する措置) (給水装置の基準違反に対する措置) 

第 34条 (略) 第 34条 (略) 

2 市長は、水の供給を受ける者の給水装置

が指定給水装置工事事業者の施行した給

水装置に係るものでないときは、その者の

2 市長は、水の供給を受ける者の給水装置

が指定給水装置工事事業者の施行した給

水装置に係るものでないときは、その者の
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給水契約の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。ただ

し、法第 16 条の 2 第 3 項の厚生労働省令

で定める給水装置の軽微な変更であると

き、又は当該給水装置の構造及び材質が前

項の基準に適合していることを確認した

ときは、この限りでない。 

給水契約の申込みを拒み、又はその者に対

する給水を停止することができる。ただ

し、法第 16 条の 2 第 3 項の国土交通省令

で定める給水装置の軽微な変更であると

き、又は当該給水装置の構造及び材質が前

項の基準に適合していることを確認した

ときは、この限りでない。 
 

かすみがうら市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準

に関する条例 新旧対照表(第 2 条関係) 

改正前 改正後 

(水道技術管理者の資格基準) (水道技術管理者の資格基準) 

第 4条 (略) 第 4条 (略) 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う

水道の管理に関する講習の課程を修了し

た者 

(6) 国土交通大臣及び環境大臣の登録を受

けた者が行う水道の管理に関する講習の

課程を修了した者 

 

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 新旧対照表 

かすみがうら市監査委員条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

(職員の賠償責任の監査等) (職員の賠償責任の監査等) 

第11条 監査委員は、法第243条の2の2第3項

若しくは第8項後段又は公企法第34条の規

定により市長から監査又は意見を求められ

たときは、60日以内に監査結果報告書又は

意見書を提出しなければならない。ただし、

特別の事由があると認めるときは、この限

りでない。 

第11条 監査委員は、法第243条の2の8第3項

若しくは第8項後段又は公企法第34条の規

定により市長から監査又は意見を求められ

たときは、60日以内に監査結果報告書又は

意見書を提出しなければならない。ただし、

特別の事由があると認めるときは、この限

りでない。 

 

かすみがうら市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 新旧対照表(第2条関係) 

改正前 改正後 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第243条の2第1項の規定に基づ

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第243条の2の7第1項の規定に基
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き、市長若しくは市の委員会の委員若しく

は委員又は市の職員(同法第243条の2の2第

3項の規定による賠償の命令の対象となる

者を除く。以下「市長等」という。)の市に

対する損害を賠償する責任の一部を免れさ

せることに関し必要な事項を定めるものと

する。 

づき、市長若しくは市の委員会の委員若し

くは委員又は市の職員(同法第243条の2の8

第3項の規定による賠償の命令の対象とな

る者を除く。以下「市長等」という。)の市

に対する損害を賠償する責任の一部を免れ

させることに関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 (損害賠償責任の一部免責)  (損害賠償責任の一部免責) 

第2条 市は、市長等の市に対する損害を賠償

する責任を、市長等が職務を行うにつき善

意でかつ重大な過失がないときは、市長等

が賠償の責任を負う額から、市長等に係る

基準給与年額(地方自治法施行令(昭和22年

政令第16号)第173条第1項第1号に規定する

普通地方公共団体の長等の基準給与年額を

いう。)に、次の各号に掲げる市長等の区分

に応じ、当該各号に定める数を乗じて得た

額を控除して得た額について免れさせる。 

第2条 市は、市長等の市に対する損害を賠償

する責任を、市長等が職務を行うにつき善

意でかつ重大な過失がないときは、市長等

が賠償の責任を負う額から、市長等に係る

基準給与年額(地方自治法施行令(昭和22年

政令第16号)第173条の4第1項第1号に規定

する普通地方公共団体の長等の基準給与年

額をいう。)に、次の各号に掲げる市長等の

区分に応じ、当該各号に定める数を乗じて

得た額を控除して得た額について免れさせ

る。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

 

かすみがうら市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例 新旧対照表(第3条関係) 

改正前 改正後 

(議会の同意を要する賠償責任の免除) (議会の同意を要する賠償責任の免除) 

第6条 法第34条において準用する地方自治

法(昭和22年法律第67号)第243条の2の2第8

項の規定により上下水道事業の業務に従事

する職員の賠償責任の免除について議会の

同意を得なければならない場合は、当該賠

償責任に係る賠償額が、100万円以上である

場合とする。 

第6条 法第34条において準用する地方自治

法(昭和22年法律第67号)第243条の2の8第8

項の規定により上下水道事業の業務に従事

する職員の賠償責任の免除について議会の

同意を得なければならない場合は、当該賠

償責任に係る賠償額が、100万円以上である

場合とする。 
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かすみがうら市役所の位置を定める条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(庁舎の位置) 

第 2 条 かすみがうら市役所の庁舎は、次

のとおりとする。 

(1)及び(2) (略) 

 

(庁舎の位置) 

第 2 条 かすみがうら市役所の庁舎は、次

のとおりとする。 

(1)及び(2) (略) 

(3) かすみがうら市中央庁舎 かすみが

うら市下稲吉 2633番地 19 

    附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行す

る。 

 

かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第 1(第 4条関係) 

1 行政職給料表級別職務分類表 

職務の級 職務の内容 

 (略) (略) 

6級 課長及び企画監の職務 

教育委員会事務局の課長の

職務 

監査委員事務局長の職務 

5級 館長、センター長、所長、課

長補佐及び室長の職務 

教育委員会事務局の課長補

佐、室長及び館長の職務 

議会事務局の事務局長補佐

の職務 

農業委員会事務局の事務局

長補佐の職務 

監査委員事務局の事務局長

補佐の職務 

 (略) (略) 

2 (略) 

別表第 1(第 4条関係) 

1 行政職給料表級別職務分類表 

職務の級 職務の内容 

 (略) (略) 

6級 課長及び企画監の職務 

教育委員会事務局の課長の

職務 

議会事務局の課長の職務 

監査委員事務局長の職務 

5級 館長、センター長、所長、課

長補佐及び室長の職務 

教育委員会事務局の課長補

佐、室長及び館長の職務 

議会事務局の課長補佐の職

務 

農業委員会事務局の事務局

長補佐の職務 

監査委員事務局の事務局長

補佐の職務 

 (略) (略) 

2 (略) 
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    附 則 

  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行

する。 

 

かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特例措置に関

する条例及びかすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表 

かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特例措置に関

する条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2 この条例において「新設」とは、市内に事

務所等を有しない企業が市内に事務所等

を新たに建設して設置することをいい、

「増設」とは、市内に既に事務所等を有す

る企業が事務所等の設置若しくは取得又

は既存の事務所等の設備を拡張すること

をいう。 

2 この条例において「新設」とは、市内に事

務所等を有しない企業が市内に事務所等

を新たに建設して設置又は建物の用途を

変更して事務所等として使用することを

いい、「増設」とは、市内に既に事務所等

を有する企業が事務所等の設置若しくは

取得又は既存の事務所等の設備を拡張す

ることをいう。 

3～7 (略) 3～7 (略) 

8 この条例において「新規雇用従業員」と

は、規則で定める者をいう。 

 

(課税免除) (課税免除) 

第4条 (略) 

2 (略) 

第4条 (略) 

2 (略) 

3 次条第2号に規定する申告に係る従業員

数が5人未満(中小企業基本法(昭和38年法

律第154号)第2条に定める中小企業者にあ

っては3人未満)の特例法人又は認定事業

者は、前2項の規定による固定資産税の課

税の免除を受けることができない。 

 

(申告) 

第 5条 前条第 1項又は第 2項の規定の適用

を受けようとする特例法人又は認定事業

者(以下「特例法人等」という。)は、規則

(申告) 

第 5条 前条第 1項又は第 2項の規定の適用

を受けようとする特例法人又は認定事業

者(以下「特例法人等」という。)は、規則
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で定めるところにより、次の各号に掲げる

事項を、毎年 1 月 31 日までに市長に申告

しなければならない。 

 

 

(1) その年の1月1日現在における特例資産

及び特定業務資産(以下「特例資産等」とい

う。)に関する事項 

(2) 特例法人等が市内に有する事務所等又

は特定業務施設の従業員数に関する事項 

で定めるところにより、その年の 1月 1日

現在における特例資産及び特定業務資産

(以下「特例資産等」という。)に関する事

項を、毎年 1 月 31 日までに市長に申告し

なければならない。 

 

 

附 則 附 則 

第1条 (略) 第1条 (略) 

(失効) (失効) 

第2条 この条例は、令和6年3月31日限り、そ

の効力を失う。 

第2条 この条例は、令和11年3月31日限り、

その効力を失う。 

第3条及び第4条 (略) 第3条及び第4条 (略) 

 

かすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表(第2条関係) 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

(4) 設備投資額 企業の立地に必要な土地

及び償却資産の取得に要する経費の総額

で規則で定める額をいう。 

(4) 設備投資額及び敷地整備等額 企業の

立地に必要な土地並びに償却資産の取得

に要する経費及び企業の立地に必要な土

地並びに構築物の整備に要する経費の総

額で規則で定める額をいう。 

(5) (略) (5) (略) 

(6) 敷地整備・インフラ整備額 企業の立

地に必要な土地の整備及び構築物の整備

に要する経費の総額で規則で定める額を

いう。 

 

(7)及び(8) (略) (6)及び(7) (略) 
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(助成措置) (助成措置) 

第3条 市長は、第1条の目的を達成するた

め、この条例の規定による助成金の交付を

受けることができる者としての指定(以下

「指定」という。)を行った企業に対し、予

算の範囲内において次に掲げる助成金(以

下「助成金」という。)を交付することがで

きる。この場合において、市長は、必要に

応じ、助成金を複数の年度に分割して交付

することができる。 

第3条 市長は、第1条の目的を達成するた

め、この条例の規定による助成金の交付を

受けることができる者としての指定(以下

「指定」という。)を行った企業に対し、予

算の範囲内において次に掲げる助成金(以

下「助成金」という。)を交付することがで

きる。この場合において、市長は、必要に

応じ、助成金を複数の年度に分割して交付

することができる。 

(1) 設備投資助成金 (1) 設備投資及び敷地整備等助成金 

(2) (略) (2) (略) 

(3) 敷地整備・インフラ整備助成金  

2 設備投資助成金は、指定を受けた企業(以

下「指定事業者」という。)による企業の立

地に対し交付する。 

2 設備投資及び敷地整備等助成金は、指定

を受けた企業(以下「指定事業者」という。)

による企業の立地に対し交付する。 

3 雇用促進助成金は、指定事業者による新

規雇用従業員の雇用に対し交付する。 

3 雇用促進助成金は、指定事業者による新

規雇用従業員の雇用に対し交付する。ただ

し、新規雇用従業員の数は、助成金の額の

決定の日から分割交付する期間において3

人を下回らないこととする。 

4 敷地整備・インフラ整備助成金は、指定

事業者による企業の立地に伴う整備に対

し交付する。 

 

(助成金の額) (助成金の額) 

第4条 助成金の額は、次の各号に掲げる助

成金の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

第4条 助成金の額は、次の各号に掲げる助

成金の区分に応じ、当該各号に定める額と

する。 

(1) 設備投資助成金 設備投資額に100分

の5の割合を乗じて得た額とし、1億円を限

度とする。ただし、本社機能移転の場合は、

設備投資額に100分の10の割合を乗じて得

た額とし、2億円を限度とする。 

(1) 設備投資及び敷地整備等助成金 設備

投資額及び敷地整備等額(消費税を除く。)

に100分の10を乗じて得た額とし、1億5千

万円を限度とする。ただし、本社機能移転

の場合は、設備投資額及び敷地整備等額に

100分の20を乗じて得た額とし、3億円を限

度とする。 
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(2) (略) (2) (略) 

(3) 敷地整備・インフラ整備助成金 敷地

整備・インフラ整備事業費に100分の25を

乗じて得た額とし、1億円を限度とする。

ただし、本社機能移転の場合は敷地整備・

インフラ整備事業費に100分の50を乗じて

得た額とし、2億円を限度とする。 

 

(企業の指定要件) (企業の指定要件) 

第5条 指定を受けることができる者は、第1

号又は第2号のいずれかに該当し、かつ、

第3号から第7号までのすべての要件に該

当する企業のうち、市長が適当と認めた者

とする。 

第5条 指定を受けることができる者は、第1

号又は第2号のいずれかに該当し、かつ、

第3号から第6号までのすべての要件に該

当する企業のうち、市長が適当と認めた者

とする。 

(1)及び(2) (略)  (1)及び(2) (略)  

(3) 設備投資額が、事務所等の新設の場合

は2億円(中小企業にあっては、1億円)以

上、事務所等の増設等の場合は1億円(中小

企業にあっては、5千万円)以上であるこ

と。 

(3) 設備投資額及び敷地整備等額が、事務

所等の新設の場合は2億円(中小企業にあ

っては、1億円)以上、事務所等の増設等の

場合は1億円(中小企業にあっては、5千万

円)以上であること。 

(4) 第1号に規定する者にあっては用地の

取得又は借受けにかかる契約を締結した

日から、第2号に規定する者にあっては当

該増設にかかる工事等の契約を締結した

日、又は増設にかかる敷地整備・インフラ

整備工事の契約を締結した日から規則で

定める期間内に操業を開始すること。 

(4) 第1号に規定する者にあっては用地の

取得又は借受けにかかる契約を締結した

日から、第2号に規定する者にあっては当

該増設にかかる工事等の契約を締結した

日、又は増設にかかる設備投資及び敷地整

備等工事の契約を締結した日から規則で

定める期間内に操業を開始すること。 

(5) 新規雇用従業員の数が5人(中小企業者

にあっては、3人)以上であること。 

 

(6)及び(7) (略) (5)及び(6) (略) 

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 1 この条例は、公布の日から施行する。 

(条例の失効) (条例の失効) 

2 この条例は、令和6年3月31日限り、その

効力を失う。ただし、その日までに第6条

2 この条例は、令和11年3月31日限り、その

効力を失う。ただし、その日までに第6条
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の規定による申請を行ったものについて

は、なおその効力を有する。 

の規定による申請を行ったものについて

は、なおその効力を有する。 

 

かすみがうら市医療福祉費支給に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 重度心身障害者等 次に掲げるものを

いう。 

(5) 重度心身障害者等 次に掲げるものを

いう。ただし、65歳以上 75歳未満の者で、

高齢者の医療の確保に関する法律(昭和 57

年法律第 80 号)第 50 条第 2 号の政令で定

める程度の障害の状態にあるものにあっ

ては、同号の規定による認定を受けたもの

に限る。 

ア 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第

283 号)第 15 条第 4項の規定により身体

障害者手帳(以下「手帳」という。)の交

付を受けた者で、その障害の程度が身体

障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省

令第 15 号)別表第 5号(以下「省令別表」

という。)の 1 級又は 2 級に該当する者

(65 歳以上 75 歳未満の者は、高齢者の

医療の確保に関する法律(昭和 57 年法

律第 80 号)第 50 条第 2 号の規定による

認定を受けたものに限る。) 

ア 身体障害者福祉法(昭和 24 年法律第

283号)第 15条第 4項の規定により身体

障害者手帳(以下「手帳」という。)の交

付を受けた者で、その障害の程度が身体

障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省

令第 15号)別表第 5号(以下「省令別表」

という。)の 1級又は 2級に該当する者 

イ 手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が省令別表の 3級に該当し、かつ障

害名が心臓、じん臓若しくは呼吸器又は

ぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫若しくは肝臓

の機能障害とされる者(65 歳以上 75 歳

未満の者は、高齢者の医療の確保に関す

イ 手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が省令別表の 3級に該当し、かつ障

害名が心臓、じん臓若しくは呼吸器又は

ぼうこう若しくは直腸、小腸、ヒト免疫

不全ウイルスによる免疫若しくは肝臓

の機能障害とされる者 
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る法律第 50 条第 2 号の規定による認定

を受けたものに限る。) 

ウ 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)

第 12条に規定する児童相談所(以下「児

童相談所」という。)又は知的障害者福祉

法(昭和 35 年法律第 37 号)第 12 条に規

定する知的障害者の更生援護に関する

相談所(以下「知的障害者更生相談所」と

いう。)において、知能指数が 35以下と

判定された者(65 歳以上 75 歳未満の者

は、高齢者の医療の確保に関する法律第

50 条第 2 号の規定による認定を受けた

ものに限る。) 

ウ 児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)

第 12条に規定する児童相談所(以下「児

童相談所」という。)又は知的障害者福祉

法(昭和 35 年法律第 37 号)第 12 条に規

定する知的障害者の更生援護に関する

相談所(以下「知的障害者更生相談所」と

いう。)において、知能指数が 35以下と

判定された者 

エ 手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が省令別表の 3級に該当し、かつ、

児童相談所又は知的障害者更生相談所

において知能指数が 50 以下と判定され

た者(65 歳以上 75 歳未満の者は、高齢

者の医療の確保に関する法律第 50 条第

2号の規定による認定を受けたものに限

る。) 

エ 手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が省令別表の 3 級又は 4 級に該当

し、かつ、児童相談所又は知的障害者更

生相談所において知能指数が 50 以下と

判定された者 

オ (略) オ (略) 

カ 国民年金法施行令(昭和 34 年政令第

184 号)別表 1 級に該当する障害年金受

給権者(65 歳以上 75 歳未満の者は、高

齢者の医療の確保に関する法律第 50 条

第 2 号の規定による認定を受けたもの

に限る。) 

カ 国民年金法施行令(昭和 34 年政令第

184 号)別表 1 級に該当する障害年金受

給権者 

キ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律(昭和 25 年法律第 123 号)に基づ

く精神障害者保健福祉手帳を交付され

た者のうち、障害程度が 1 級の者(65歳

以上 75 歳未満の者は、高齢者の医療の

確保に関する法律第 50 条第 2 号の規定

による認定を受けたものに限る。) 

キ 精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律(昭和 25年法律第 123号)第 45条

第 2 項の規定により精神障害者保健福

祉手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律施行令(昭和 25年政令第 155

号)第 6条第 3項(以下「政令第 6条第 3

項」という。)の 1級に該当する者 
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 ク 手帳の交付を受けた者で、その障害の

程度が省令別表の 3 級又は 4 級に該当

し、かつ、精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けた者で、その障害の程度が政令

第 6条第 3項の 2級に該当する者 

 ケ 児童相談所又は知的障害者更生相談

所において、知能指数が 50 以下と判定

された者で、かつ、精神障害者保健福祉

手帳の交付を受けた者で、その障害の程

度が政令第 6 条第 3 項の 2 級に該当す

る者 

 附 則 

 (施行期日) 

 1 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行

する。 

 (経過措置) 

 2 この条例の施行日前の診療に係る医療福

祉費支給については、なお従前の例によ

る。 

 

かすみがうら市国民健康保険税条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の所得割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の所得割額) 

第 3条 前条第 2項の所得割額は、賦課期日

の属する年の前年の所得に係る地方税法

(昭和 25年法律第 226号。以下［法」とい

う。)第 314 条の 2 第 1 項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合計額から同

条第2項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額の合計額(以下

「基礎控除後の総所得金額等」という。)に

100 分の 6.0 を乗じて算定する。 

第 3条 前条第 2項の所得割額は、賦課期日

の属する年の前年の所得に係る地方税法

(昭和 25年法律第 226号。以下［法」とい

う。)第 314 条の 2 第 1 項に規定する総所

得金額及び山林所得金額の合計額から同

条第2項の規定による控除をした後の総所

得金額及び山林所得金額の合計額(以下

「基礎控除後の総所得金額等」という。)に

100分の 7.2 を乗じて算定する。 

2 (略) 2 (略) 

(国民健康保険の被保険者に係る後期高齢 (国民健康保険の被保険者に係る後期高齢
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者支援金等課税額の所得割額) 者支援金等課税額の所得割額) 

第 7条 第 2条第 3項の所得割額は、基礎控

除後の総所得金額等に 100分の 2.5を乗じ

て算定する。 

第 7条 第 2条第 3項の所得割額は、基礎控

除後の総所得金額等に 100分の 3.4を乗じ

て算定する。 

(介護納付金課税被保険者に係る所得割

額) 

(介護納付金課税被保険者に係る所得割

額) 

第 11 条 第 2 条第 4 項の所得割額は、介護

納付金課税被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に 100分の 2.1を乗じて算定

する。 

第 11 条 第 2 条第 4 項の所得割額は、介護

納付金課税被保険者に係る基礎控除後の

総所得金額等に 100分の 2.8を乗じて算定

する。 

    附 則 

 (施行期日) 

 1 この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行

する。 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後のかすみがうら市

国民健康保険税条例の規定は、令和 6年度

以降の年度分の国民健康保険税について

適用し、令和 5年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

 

かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例及びかすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 新旧対照表 

かすみがうら市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例 新旧対照表(第1条関係) 

改正前 改正後 

(掲示) (掲示等) 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程

の概要、職員の勤務の体制、利用者負担そ

の他の利用申込者の特定教育・保育施設の

選択に資すると認められる重要事項を掲示

しなければならない。 

第23条 特定教育・保育施設は、当該特定教

育・保育施設の見やすい場所に、運営規程

の概要、職員の勤務の体制、利用者負担そ

の他の利用申込者の特定教育・保育施設の

選択に資すると認められる重要事項を掲示

するとともに、電気通信回線に接続して行

う自動公衆送信(公衆によって直接受信さ
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れることを目的として公衆からの求めに

応じ自動的に送信を行うことをいい、放送

又は有線放送に該当するものを除く。)に

より公衆の閲覧に供しなければならない。 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第53条 (略) 第53条 (略) 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定

による書面等の交付又は提出については、

当該書面等が電磁的記録により作成されて

いる場合には、当該書面等の交付又は提出

に代えて、第4項で定めるところにより、教

育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当

該書面等に記載すべき事項(以下この条に

おいて「記載事項」という。)を電子情報処

理組織(特定教育・保育又は特定地域型保育

の使用に係る電子計算機と、教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいう。以下この条において同じ。)を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。）によ

り提供することができる。この場合におい

て、当該特定教育・保育施設等は、当該書

面等を交付又は提出したものとみなす。 

2 特定教育・保育施設等は、この条例の規定

による書面等の交付又は提出については、

当該書面等が電磁的記録により作成されて

いる場合には、当該書面等の交付又は提出

に代えて、第4項で定めるところにより、教

育・保育給付認定保護者の承諾を得て、当

該書面等に記載すべき事項(以下この条に

おいて「記載事項」という。)を電子情報処

理組織(特定教育・保育又は特定地域型保育

の使用に係る電子計算機と、教育・保育給

付認定保護者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子情報処理組織

をいう。以下この条において同じ。)を使用

する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、

当該特定教育・保育施設等は、当該書面等

を交付又は提出したものとみなす。 

(1) (略)  (1) (略)  

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに記載事項を記録

したものを交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録に係る記

録媒体をいう。)をもって調製するファイル

に記載事項を記録したものを交付する方法 

3～6 (略) 3～6 (略) 
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かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 新旧対照表(第 2条関

係) 

改正前 改正後 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2及び3 (略) 2及び3 (略) 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又

はその家族から申出があった場合には、第

1項の規定による文書の交付に代えて、第6

項で定めるところにより、当該利用申込者

又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を使用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、

当該指定介護予防支援事業者は、当該文書

を交付したものとみなす。 

4 指定介護予防支援事業者は、利用申込者又

はその家族から申出があった場合には、第

1項の規定による文書の交付に代えて、第6

項で定めるところにより、当該利用申込者

又はその家族の承諾を得て、当該文書に記

すべき重要事項を電子情報処理組織を使用

する方法その他の情報通信の技術を使用す

る方法であって次に掲げるもの(以下この

条において「電磁的方法」という。)により

提供することができる。この場合において、

当該指定介護予防支援事業者は、当該文書

を交付したものとみなす。 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその

他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を

もって調製するファイルに第1項に規定す

る重要事項を記録したものを交付する方法 

(2) 電磁的記録媒体(電磁的記録(電子的方

式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる

記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。第36条第1項

において同じ。)に係る記録媒体をいう。)

をもって調製するファイルに第1項に規定

する重要事項を記録したものを交付する方

法 

５～8 (略) 5～8 (略) 

(電磁的記録等) (電磁的記録等) 

第36条 指定介護予防支援事業者及び指定介

護予防支援の提供に当たる者並びに基準該

当介護予防支援の事業を行う者及び基準該

当介護予防支援の提供に当たる者(次項に

第36条 指定介護予防支援事業者及び指定介

護予防支援の提供に当たる者並びに基準該

当介護予防支援の事業を行う者及び基準該

当介護予防支援の提供に当たる者(次項に
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おいて「指定介護予防支援事業者等」とい

う。)は、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されるもの(第10条(前条において

準用する場合を含む。)及び第33条第26号

(前条において準用する場合を含む。)並び

に次項に規定するものを除く。)について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録(電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをい

う。)により行うことができる。 

おいて「指定介護予防支援事業者等」とい

う。)は、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面

(書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副

本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載され

た紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。)で行うことが規定されている

又は想定されるもの(第10条(前条において

準用する場合を含む。)及び第33条第26号

(前条において準用する場合を含む。)並び

に次項に規定するものを除く。)について

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的

記録により行うことができる。 

2 (略) 2 (略) 

 

かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(保険料率) (保険料率) 

第4条 令和3年度から令和5年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる

第1号被保険者の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

第4条 令和6年度から令和8年度までの各年

度における保険料率は、次の各号に掲げる

第1号被保険者の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412

号。以下「令」という。)第39条第1項第1号

に掲げる者 31,200円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412

号。以下「令」という。)第38条第1項第1号

に掲げる者 30,500円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 46,80 

 0円 

(2) 令第38条第1項第2号に掲げる者 46,00 

0円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 46,80 

 0円 

(3) 令第38条第1項第3号に掲げる者 46,30 

0円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 56,10 (4) 令第38条第1項第4号に掲げる者 60,40 

168



 0円 0円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 62,40 

 0円 

(5) 令第38条第1項第5号に掲げる者 67,20 

0円 

(6) 次のいずれかに該当する者 74,800円 

 

(6) 令第38条第1項第6号に掲げる者 80,60 

0円 

イ 地方税法(昭和25年法律第226号)第

292条第1項第13号に規定する合計所得

金額(以下「合計所得金額」という。)(租

税特別措置法第33条の4第1項若しくは

第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、

第34条の3第1項、第35条第1項、第35条

の2第1項、第35条の3第1項又は第36条

の規定の適用がある場合には、当該合

計所得金額から令第22条の2第2項に規

定する特別控除額を控除して得た額と

し、当該合計所得金額が0を下回る場合

には、0とする。以下同じ。)が120万円

未満である者であり、かつ、前各号の

いずれにも該当しないもの 

 

ロ 要保護者であって、その者が課され

る保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要と

しない状態となるもの(令第39条第1項

第1号イ((1)に係る部分を除く。)、次

号ロ、第8号ロ、第9号ロ又は第10号ロ

に該当する者を除く。) 

 

(7) 次のいずれかに該当する者 81,100円 (7) 令第38条第1項第7号に掲げる者 87,30 

0円 

イ 合計所得金額が210万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない

もの 

 

ロ 要保護者であって、その者が課され

る保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要と

しない状態となるもの(令第39条第1項

第1号イ((1)に係る部分を除く。)、次
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号ロ、第9号ロ又は第10号ロに該当する

者を除く。) 

(8) 次のいずれかに該当する者 93,600円 (8) 令第38条第1項第8号に掲げる者 100,8 

00円 

イ 合計所得金額が320万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない

もの 

 

ロ 要保護者であって、その者が課され

る保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要と

しない状態となるもの(令第39条第1項

第1号イ((1)に係る部分を除く。)、次

号ロ又は第10号ロに該当する者を除

く。) 

 

(9) 次のいずれかに該当する者 106,000円 (9) 令第38条第1項第9号に掲げる者 114,2 

00円 

イ 合計所得金額が500万円未満であり、

かつ、前各号のいずれにも該当しない

もの 

 

ロ 要保護者であって、その者が課され

る保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要と

しない状態となるもの(令第39条第1項

第1号イ((1)に係る部分を除く。)、次

号ロに該当する者を除く。) 

 

(10) 次のいずれかに該当する者 112,300

円 

(10) 令第38条第1項第10号に掲げる者 127 

,600円 

イ 合計所得金額が1,000万円未満であ

り、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

 

ロ 要保護者であって、その者が課され

る保険料額についてこの号の区分によ

る額を適用されたならば保護を必要と

しない状態となるもの(令第39条第1項

第1号イ((1)に係る部分を除く。)に該

当する者を除く。) 
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(11) 前各号のいずれにも該当しない者 

131,000円 

(11) 令第38条第1項第11号に掲げる者 141 

,100円 

 (12) 令第38条第1項第12号に掲げる者 154 

,500円 

 (13) 令第38条第1項第13号に掲げる者 161 

,200円 

2 所得の少ない第1号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る第1項第1号に該当す

る者の令和3年度から令和5年度までの各年

度における保険料率は、同号の規定にかか

わらず、18,720円とする。 

2 所得の少ない第1号被保険者についての保

険料の減額賦課に係る第1項第1号に該当す

る者の令和6年度から令和8年度までの各年

度における保険料率は、同号の規定にかか

わらず、19,150円とする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号

被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和3年度から令和5年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場

合において、前項中「18,720円」とあるの

は、「31,200円」と読み替えるものとする。 

3 前項の規定は、第1項第2号に掲げる第1号

被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和6年度から令和8年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場

合において、前項中「19,150円」とあるの

は、「32,590円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号

被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和3年度から令和5年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「18,720円」とあるの

は、「43,680円」と読み替えるものとする。 

4 第2項の規定は、第1項第3号に掲げる第1号

被保険者についての保険料の減額賦課に係

る令和6年度から令和8年度までの各年度に

おける保険料率について準用する。この場

合において、第2項中「19,150円」とあるの

は、「46,030円」と読み替えるものとする。 

(賦課期日後において第1号被保険者の資格

取得、喪失があった場合の保険料の額の算

定) 

(賦課期日後において第1号被保険者の資格

取得、喪失があった場合の保険料の額の算

定) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 保険料の賦課期日後に令第39条第1項第1

号イ(同号に規定する老齢福祉年金の受給

権を有するに至った者及び(1)に係る者を

除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、

第4号ロ又は第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、

第8号ロ又は第9号ロに該当するに至った第

1号被保険者(第1項に規定する者を除く。)

に係る保険料の額は、当該該当するに至っ

3 保険料の賦課期日後に令第38条第1項第1

号イ(同号に規定する老齢福祉年金の受給

権を有するに至った者及び(1)に係る者を

除く。)、ロ若しくはニ、第2号ロ、第3号ロ、

第4号ロ、第5号ロ、第6号ロ、第7号ロ、第8

号ロ、第9号ロ、第10号ロ、第11号ロ又は第

12号ロに該当するに至った第1号被保険者

(第1項に規定する者を除く。)に係る保険料

171



た日の属する月の前月まで月割りにより算

定した当該第1号被保険者に係る保険料の

額と当該該当するに至った日の属する月か

ら令第39条第1項第1号から第9号までのい

ずれかに規定する者として月割りにより算

定した保険料の額の合算額とする。 

の額は、当該該当するに至った日の属する

月の前月まで月割りにより算定した当該第

1号被保険者に係る保険料の額と当該該当

するに至った日の属する月から同項第1号

から第12号までのいずれかに規定する者と

して月割りにより算定した保険料の額の合

算額とする。 

4 (略) 4 (略) 

 附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、令和6年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例による改正後のかすみがうら市

介護保険条例第4条及び第6条第3項の規定

は、令和6年度以降の年度分の保険料につい

て適用し、令和5年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 

 

かすみがうら市漁港管理条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (趣旨)  (趣旨) 

第 1条 この条例は、漁港漁場整備法(昭和

25年法律第 137 号。以下「法」という。)

の規定に基づき、市が管理する牛渡漁港

及び志戸崎漁港(以下「漁港」という｡)の

維持管理について、必要な事項を定める

ものとする。 

第 1 条 この条例は、漁港及び漁場の整備

等に関する法律(昭和 25年法律第 137号。

以下「法」という。)の規定に基づき、市

が管理する牛渡漁港及び志戸崎漁港(以

下「漁港」という。)の維持管理について、

必要な事項を定めるものとする。 

    附 則 

  この条例は、令和 6 年 4 月 1 日から施行

する。 
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